


中部の産業構造の特色

（1）総生産額（平成2年度）を産業別にみると，製造業を中心とする第2次産業の比率

が全国に比べて高く 「生産基地」的色彩が濃い。

　　　東海4県の総生産額の構成比
　　　　　　　　　　　　　　　　（平成2年度　単位：％）

東海4県 第2次産業（455） 第3次産業（530）

＼

　第1次産業（15）

全　国 第2次産業C353） 第3次産業（627）

　　　　　　　　　　　＼第欧産業（2ω
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料）　「県民経済計算年報」（経済企画庁）

（2）製造業については，輸送機械産業への特化傾向が強く，また，全国的に高いシェア

　を持つ産業が多くみられる。

　　　　　　　　中部の擁業の特化係数［特化係数一塞譲羅講翻

　　　　　　　　　　　　　輸送用機械
　　　　　　　　　　　　　　（22）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　食料品　繊維（含衣服）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（07）　　　（II）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　木材・木製品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（09）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　家具・装備品
　　　　　　　　　　　　電気機械　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1i）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　パルプ・紙
　　　　　　　　　　　一般機械
　　　　　　　　　　　　（1．0）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出版・印刷
　　　　　　　　　　　金属製品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘　O．4）
　　　　　　　　　　　　（08）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　化学
　　　　　　　　　　　　　　非鉄金属　　　　　　　　　　　　　　　　　（08）

　　　　　　　　　　　　　　（10）
　　　　　　　　　　　　　　　　鉄鋼　　　　　　　　　石油・石炭
　　　　　　　　　　　　　　　　（07）窯業．土石　　（°5）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔11）　　プラスチック製品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Cl2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料）工業統計表（平成3年）

　　　　　　　　　主要製品の生産量の全国に占めるシェア
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成4年　単位：％）

機　　　械 繊　　　維 窯　　　業 そ　の　他

オートバイ　　56 毛　織　物　　91 タ　イ　ル　　86 ピ　ア　ノ　　100

自　動　車　　49 毛　　　糸　　65 洋飲食器　　84 電子オルガン　　77

工作機械　　45 綿　織物　　27 電気用品　　82

繊維機械　　32 綿　　　糸　　33 和飲食器　　73

ノベルティ　　56

（資料）「生産動態統計」（中部通商産業局）ほか
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設立5周年を迎えて

（財）中部産業・労働政策研究会

理事長梅村志郎

　財団法人中部産業・労働政策研究会（略称

・ 中部産政研）は，関係各位のご協力，ご尽

力によりまして財団設立5周年を迎えること

ができました。5周年は歴史の区切りとして

はほんの短い年月であるかも知れませんが，

ひとつの節目としてこれまでの活動をふりか

えりながら飛躍に向けての新たな出発点にし

たいと考えています。

　中部産政研は1982年に設立された全トヨタ

産業政策研究会を発展改組し，1988年に労働

大臣の認可を得て設立された財団法人であり

ます。わが国の産業・技術の中枢圏に位置づ

けられている中部地方に足場をおいて，産業

や労働にかかわる諸問題を中心に調査研究を

おこなうと共に教育啓蒙活動をおこない，わ

が国の良好な労使関係の形成と国民経済の発

展に寄与することを目的としています。中部

地方の主要な労働組合と企業によって運営

し，研究者と労使が共同で実証的な研究をす

るという新しい形の研究機関であります。こ

うした特色を生かし現実的で実際的でしかも

現実可能なところで問題を提起することを基

本として事業を進めています。

　主な事業としては，年度毎に1ないし2の

研究テーマを設定し研究結果を発表していま

す。同時にこうした研究と並行してテーマに

関係する先進企業や労働組合の事例講演を中

心にした定例研究会を開催しています。ま

た，文化講演会・時事問題・労働問題講演会

の開催，人材の育成・異業種交流の場として

次代を担う若者を対象にしたセミナー「産政

塾」を開催しています。更にはリーダーの為

の研究誌「産政研」の発行など幅広い活動を

進めています。

　幸いにして中部産政研は，関係各位の格段

のご理解とご支援を頂いており，役員をはじ

めとして顧問・研究員の方々は各分野におけ

る第1人者に参画いただいて活動を進めてい

ます。お蔭様で関係各位の奉仕的なご尽力，

そして多くの皆さん方のご協力によりまして

着実な実績を重ねることができました。あら

ためて感謝を申し上げる次第であります。そ

してこの5周年を中部産政研の飛躍にむけた

新しい出発点にするため更に活動の充実を図

りたいと考えています。

　その1つとして事務所の拡充整備をいたし

ました。研究環境を整備すると共に関係図書

・ 資料の充実・整備をおこないました。タイ

ムリーな情報の収集と提供，そして多くの皆

さん方にも常時活用頂けるようにしました。
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　また，今期の調査・研究テーマを「長期雇

用の変質と人事・労務政策，労使関係のゆく

え」とし5周年の記念事業と位置づけ活動を

進めています。日本経済は戦後最大の経済変

化に直面しているといえます。不況の長期化

は人間尊重を旗印とした“日本的経営”を揺

るがしはじめており，人事政策・投資戦略に

も根本的なメスが入れられつつあるように思

われます。日本経済は戦後一貫して高度成長

を続けてきましたが，今回の状況はこれまで

とは何か違うというのが当事者の実感であろ

うと思います。こうした局面に企業は適切な

戦略を打ち出すことができるだろうか。ある

いは労働組合として役割をはたすことができ

るだろうか。企業労使がどの様な対応をする

かによって，新しい世紀にかけての日本の将

来が決定づけられるといっても過言ではない

と思います。こうした時代認識にたって今期

の調査・研究テーマを設定しました。大局的

視点から将来にむけての問題意識・課題を整

理しながら中長期的なシナリオ，労使の採る

べき選択技を考え提言していきたいと考えて

います。

　なお，多くの関係者にご参加，ご協力をい

ただくために今期の調査・研究テーマによる

「記念講演とパネルデスカッション」を実施

するほか，本号を5周年の特集号として発行

しました。

　中部産政研は，多くの皆様方の期待を担っ

てこの中部地区に誕生しました新しい研究機

関であります。わが国の産業技術の中核であ

る中部地区に存在する意味を大事にして，企

業人・労組リーダー・学識者が組織的に協力

・ 提携するというコミュニティ文化をつくり

上げる核としての役割をはたしていきたいと

思っています。そしてこの5周年を新しい出

発点として名実共に立派な財団として発展さ

せるために私共役職員一同，使命感をもって

任務を遂行する所存であります。

　関係各位のかわらぬご指導，ご支援を切に

お願い申し上げる次第であります。
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中部産政研のあり方と将来への展望

5周年をふり返って

　財団設立5周年の節目にあたって，財団設立以来顧問，あるいは役員としてご支援をい

ただいてまいりました全トヨタ労連の片桐会長，トヨタ自動車㈱の磯村副社長，早稲田大

学の松永教授，に今一度お集まりいただき，設立の当時そして5年間の活動を振り返りな

がら，特に将来に向けて中部産政研として果たすべき役割とめざすべき方向について，忌

琿のないご意見をいただきました。

一
ちょうど5年前の’88年8月に，中部地方に労働問題あるいは労使関係の分野を取り扱

う専門の研究機関をつくろうということで，財団として設立したわけですけれども，早い

もので本年で5周年を迎えます。そこで設立当時を思い起こしていただきながら，現在の

活動に対する問題意識・課題や将来への期待など，忌揮のない話しをお聞かせいただきた

いと思います。

Fヨタ自動車株式会社
代表取締役

取締役副社長

磯村　　巌氏

早稲田大学商学部

教授

経済学博士

松永　嘉夫氏

中部産政研

理事長

梅村　志郎

全トヨタ労働組合連合会

会長

片桐　清高氏
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労働運動の幅の広がりに対応する

グループの枠を超えた政策研究ニーズ

【片桐会長】　以前の「全トヨタ産業政策研

究会」という組織を発展

的に解消し，中部地方に

本社・本部をおく労使へ

の提言を目的にした「中

部産業・労働政策研究

会」を設立いたしました。梅村理事長の長年

にわたる貴重な経験あるいは実績を生かして

いただこうという主旨もあったと思うんです

が，最初はグループの労使のためのシンクタ

ンクとしてスタートし，2年間活動してきた

わけです。その時私たち労働組合では，87年

に民間連合がスタートし，2年後の89年には

官民統一しましたが，当時労働界は，連合の

結成をはじめ，春闘も生活闘争というふう

に，これまでの運動を経済闘争だけでなく，

もっと政策も掲げる幅広い運動へと運動の再

構築を迫られていました。そういうことが背

景にあって，トヨタグループだけでなく広く

中部圏を足がかりとした調査研究機関とし

て，広い視点に立って経済・社会，労使関係

等幅広い分野での提言活動へと取組みを発展

させていこうということでした。また，労使

がいっしょになって作る研究機関というの

は，全国的に見ても非常に少ないのではない

かと思います。そういう意味から，これまで

高齢化の問題とか，魅力ある働き方の研究等

具体的な提言をいただいて，私たちの労働組

合の活動にもいろいろな面で活かされ，当初

の主旨が花開きつつあるのではないかと思っ

ています。

産業・経済の転換期を迎え，

　　　　　　　　　　時と人を得て

【磯村副社長】　あの時，会社の方としては

2つ理由があったのでは

ないかと思います。

　1つは円高の進行する

中で，空洞化への対応と

いう課題が一番大きかっ

た。いろいろな議論はありましたが，日本が

どうなるのかというそういう意味で，組合員

も会社もそうですが，とくに中部地区は輸出

産業が多いものですから，地域経済・産業と

いう視点からも，このままでいいのだろうか

もう少しどういうふうになるのか見極めた方

がいいのではないか，というようなことであ

ります。そういう会社とか組合だけではでき

ないような調査，研究をやってもらうことが

いいのではないか，ということでありました。

だからトヨタグループだけでなく，中部地区

全体のいろいろな会社や組合が加わってやっ

ているわけですね。それからもう1つは，そ

うは言っても，誰でもやれるというものでは

ないわけで，ちょうど梅村さんが私がやろう

ということで引受けてもらえました。そうし

た意味で，やはり時期と人を得たということ

であったように思います。
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労使協力の下に設立，

　　他に例を見ない画期的な試み

【松永教授】　88年というと，プラザ合意以

降の急激かつ大幅な円高

の最後の年で，企業が円

高を乗り切るために工場

を海外へ移転しようとい

う動きが強まった時代で

したが，ただあの頃と今との違いを考えてみ

ますと，円高の影響は大変だったわけですけ

れども，国内景気の上昇力が非常に強かった

ため今回の円高程の深刻さはなかったように

思います。しかし，いずれにしてもそういう

中にあって中部は第2次産業の中心であり，

しかも自動車は日本の代表的な産業である

し，その中でも最先端の代表的な企業である

トヨタ，トヨタグループが核となり，労使で

産業政策とか労働政策とか労使のかかえてい

る問題等々を研究する研究会というのは，お

そらく他に例がないのではないでしょうか。

例えば連合にも連合総研というものがありま

すが，あれは組合サイドで，しかも経済企画

庁から人が相当入ってやっているから，いわ

ば政府と組合のおつくりになったものです。こ

ういう財団法人の形でしかも労使が協力して

おつくりになったいわゆるシンクタンクとい

うものは非常に画期的なものであると患いま

す。

マクロの論理と現実との乖離

企業人，組合リーダー，学識経験者の

　　コミュニケーションの場を中部に

【梅村理事長】　実際に組合の仕事をやって

いました当時，マクロではいろいろな論理が

ありましたが，ミクロになってくると論理

じゃなくて現実があるんです。だからもう少

しそうしたマクロとミクロとの接点みたいな

ものだとか，もっと現場に密着した形で大き

な筋道なり大局をつかむことができないか，

ということを感じていました。例えば時間短

縮にしても賃上げにしても，マクロではこう

だと言うけれど，ミクロになれば支払い能力

とか毎日の仕事との関係で困ってしまう．そ

うしたいわぽマクロとミクロとの乖離を当時

はすごく感じていました。だからこういう研

究会で，もっと現場に密着していろいろな話

ができないかということがありました。もう

1つは少し長い目で見れば，地方の時代に向

けて，中部地区に，企業人と労働組合リー

ダーと学識者との3者による組織的なコミュ

ニケーションの場を築くことを理想としてい

ました。そういう意味では，立派な先生も大

学も中部地区にはたくさんあるから，もう少

し先生方の地方においての出番すなわち研究

成果を発表していただく場を提供する，とい

うのも狙いの一つとしてありました。またそ

の時，労働組合はもちろん企業の方からも先

生方からも積極的に設立に向けてご賛同・ご

支援をいただいたことが非常に大きかった．

　東京でなくて地方とく

に中部圏が広がることへ

の一つの夢がありました。

名古屋に移ったらどうだ

という話もありましたけ

れども，私は自動車産業の中心としての豊田

にあるということが，これでよかったという

ようにだんだんなってこなければいけないと

思っています。我々は以前から一貫してモノ

造りが大事だということを一つの柱にしてき
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ましたし，モノ造りの中核を成しているの

は，東京ではなく中部そして豊田といった地

方都市だからです。

5年間の活動をふり返って

深まった現実的で

　　　　　正しい日本への理解

【磯村副社長】　この中部産政研ができて，

先生とかいろいろな人とのコミュニケーショ

ンという面では，この5年間にだいぶ進んだ

んじゃないかという気はします。それまでは

たまに話を聞くぐらいのことで，個別に接触

を持った程度でした。そういう点では大変よ

かったのではないかと思います。同時に，例

えば日本製品が優れているのは現場で働いて

いる人がいいんだという話も，ちゃんと理解

してもらえるようにだんだんなってくる等，

日本のいいところを正しく知ってもらう場が

広がったという面でも，良かったという気が

します。

広がる企業と学識経験者の

　　　　　　　コミュニケーション

【梅村理事長】　私もそれを非常に感じます。

まず先生方はどういうことを専門に研究され

ているのか，一般の人はほとんど知らない。

テレビとか新聞に出られない先生方にも，立

派なことを言われる人が数多くいらっしゃる

し，そういう人にもっと活躍してもらう。同

時に，企業の方にもそういう意味で理解して

もらうというか，門を開いてもらう。そうい

うような先生方と企業とのコミュニケーショ

ンが広がったことは事実だと思います。それ

は双方にとって非常にいいことではなかった

かと思っています。そういう意味では，松永

先生なんかはもっとも積極的な方でしたか

ら，どんどんいろいろなことを言ってもらっ

たし，やってもらったりしています。

大切にしたい

　　　　日本的な現場の優秀さ

【松永教授】　日本の国際的な競争力を支え

ているのは，基本的には現場の人達の優秀さ

なんです。だから，円高で生産をある程度は

海外にシフトさせるにしても，いま1つ，不

安がある。日本で作るのと本当に同じような

ものができるかどうか。ドイツにしても日本

にしても，いいものを作る国には，いわゆる

職人的なものが残されています。アメリカも

それに気づいて，職業訓練に力を入れていま

す。やっぱりそうしたものを重視していかな

ければいけない。将来だんだん労働力人口が

減ってくるため，ロボットに置き換えるとい

うことになるんですけれども，ロボット化に
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ついても，やっぱり日本的な現場の労働者の

優秀さをどの程度反映させることができるか

どうか，という視点から慎重にやっていかな

いといけない。

　例えば，この間も中国の大学院の留学生と

話していましたら，中国人は一人一人だと結

構優秀で“龍”なんですが，それが3人よる

と駄目になる。日本は反対だって言っていま

した。そういうところにも日本の特色がある

ように思います。

現実に即した実証的分析を重視

【梅村理事長】　先生のご指摘のとおり，い

つものを作る国には熟練されたよい技術があ

りますし，それがあってはじめて3人よると

“龍”になるわけで，それを集団主義だと

か，企業主義だとかいうことで表面的な現象

だけで片付けてしまっては困るんです。もう

少しその辺をきちんと現実に即して実証的に

説明していくことが，我々の一つの役割だと

思います。

会社・組合を超えた産政研ならではの

　　　　　　　　　示唆に富む活動成果

【片桐会長】　今お話しのありました課題も

含めて，この5年間に中部産政研としていろ

んな調査，研究をされましたが，それぞれ

に，労働組合の立場だけとかあるいは会社の

立場だけではなかなか得られない，中部産政

研ならではのいろいろな実態把握をされ，そ

れをもとにいろいろな提言をされてきたと思

います．高齢化しかり，時短の問題しかりで

すし，魅力ある職場づくりにしても，いずれ

もこれから労働組合として考えていかなけれ

ばならない課題ぼかりだと思いますし，それ

ぞれについて方向性を具体的に示してくれた

と思っております。もちろんすぐにできるも

のとそうでないものがあるんですが，いろい

ろなところで各々の活動に活かしつつありま

して，そうした意味でこれまでの調査，研究

の意義は非常に大きかったと思います。

　それから，産政塾もこれで今4期目を迎え

ていますが，この成果も大きいと思うのです。

私達の多くは，この豊田市にいるだけに，職

揚に行ってもトヨタ，うちに帰ってもトヨ

タ，あるいはトヨタグループというわけで，

他の業種の人との交流の機会は非常に少ない

人が多いと思います。そういう状況にあるだ

けに，若い人達が異業種と交流し研鐙を深め

るというのは，非常に意義があると思います。

それからセミナーや講演会なども，年間何回

かやられています。この前は磯村副社長にも

来ていただいたとか，いろいろな先生におい

でいただいています。あの参加者を見ていま

しても企業の人も非常に多いし，タイミング

よく時期を得たテーマでやっておられます。

会社もそうだろうと思うんですが，労働組合

はとくに多くの面で勉強になっています。

決めるのは労使の皆さん，

産政研は考えるヒントや選択枝を提示

【梅村理事長】　だいたい年間に一つか二つ

ぐらいの研究テーマを持ち，そのテーマに関

連して先進企業とか先進組合の事例を発表し

てもらいながら，定例研究会をやったんですr．

50人から70人ぐらいのメンバーを最初に登録

してもらって，月に一度くらいメンバーが定

例研究会に来て，年間研究テーマと同じよう

なテーマで事例研究を中心にやります一テー
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マ研究と併行して，周囲の人に研究テーマと

して産政研がとり上げた問題点，課題意識を

共有してもらうというのが狙いです。研究

テーマに関するアンケートも，一つの意識づ

けになるだろうということです。

　産政塾については，30才代前半の体力的に

も精神的にもエネルギーのみなぎっている忙

しい人が，積極的に出るようになってきたこ

とが大きい。それから，あの人が言っている

からわしらも言ってもいいな，みたいな雰囲

気もでてきています。一方，調査研究や提言

に際しては，基本的には皆さんに選択しても

らえるとか，皆さんがその中からアイデアと

かヒントとかを得てもらうということをベー

スにおいています。ですから模範回答になっ

ていません。そういう姿勢でやっていますか

ら，もっと辛口でぴしっとした提言が欲しい

と言われるんですが，それが非常に難しいと

ころです。すぐに役立つ何かパッとしたもの

とか，労使にかかわる緊急の問題を出してく

れと言われますが，なかなかその辺が我々の

悩みです。ご意見を聞かせていただきたいと

思います。

調査研究成果をどう使ってもらうのか

　　　　　　　　という点にもう一工夫

【磯村副社長】　やっぱり会社では，先程の

働きがいがどうだとかなんとかというのは，

なかなかやりにくい。実際はどうなのかとい

うことも調べることがなかなか難しい。ま

た，批判めいたようなのが出てくると“何

を”という話にもなりかねないわけです。そ

ういう枠をちょっとはずれた辺りも含めて出

してもらうという意味では大変いい。ただ，

一つはせっかくできた調査研究成果をどう使

わすかというところに，もう少し力を入れた

方がよいのではないでしょうか。パッと見て

ハッということも多いし，ヒントをどこかで

もらうなり，あそこにああいうのがあったな

という，そういうどう使ってもらうのかとい

う点はもう少し工夫してもらうといいと思い

ます。あんなことがあったのか，しまった，

というようなこともたまにあります。

芽生えっっある

　　　　企業内取組みとの連携

【梅村理事長】　それともう一つありがたい

のは，会社，組合に理解が得られ，専門委員

会とか審議会を作っていろいろ調査研究をし

ていく過程で，委員が各会社・組合内へ持ち

帰って自分の職場でトライをしながら，過程

に関する調査・研究を，併行してやってこら

れるようになりました。専門委員会の中で実

際に自分達が検討していることを現実にトラ

イし実験をしながら，それを反映してもらえ

るという中身にだんだんなってきました。こ

れは大変ありがたいことであると思います

し，同時に，研究成果の波及，具体化という

点で私は非常に意義があると思っています。

一 次頁へ続く一
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産政研の将来，めさすべき方向

時には，世間の注目を

　　　　　　　浴びるような提言も

【松永教授】　3年や5年で常に模範回答を

出すのは，それは少々期待のし過ぎで，やは

りそうやっていろいろと若い人達が考え検討

しているうちに，いわゆるホームラソが出る

とか，三塁打が出るという，これでいいん

じゃないでしょうか。それぞれのテーマに

沿って，みんなが一生懸命積極的に物を考え

るようになった，先づはこれだけでいいん

じゃないでしょうか。

　しかし，これから先ということになると，

やはり時には世間の注目を浴びるような提言

をしていただくということでしょうか。

　会社の研究会でもないし，組合の研究会で

もない。この中間あたりのところの，第三者

的な立場ですから，一番，やっぱりやりやす

いと思います。

健全な労使関係発展に向けて，

　　　様々な選択枝の提示を期待

【磯村副社長】　私は，提言自体よりもいろ

いうな選択がその中からできるような，何か

そうしたものを期待しています。

　それから，会社側が先生の言われるように

第三者的な公正な立場の研究会として期待し

協力していけるというのも，結局は中部産政

研の基本的な考え方としての，健全な労使関

係なり，良好な労使関係作りなり，そういう

ことがわれわれの目指すところと同じ方向に

あるということで，そうした共通の理解に

立ってどうしたらよいかということを考えた

り，調査してもらっている。そういう信頼関

係が中部産政研との間にまずあるということ

だと思います。

逆所得政策など

労使に関連するマクロ政策課題まで

　　　　　　　　もう少し枠を拡げても

【松永教授】　私は，もう少し研究領域の枠

を広げられたらいいかと思います。例えば，

今景気が悪いしすごい円高で物づくりに関わ

る産業は全て非常に苦しんでいるわけです。

だからそういう問題も取り上げるとか，例え

ば，有効な内需拡大策とは何であるとか，所

得減税はどうなんだろうかとか，ああいう問

題も取り上げてみるのは，どうでしょうか，

逆所得政策といいますか，高目の賃上げをや

るとインフレとなるという反論がありますけ

れど，生産性が上がるから私はインフレには

ならないと思います。そういう賃金に関わる

問題も，労使以外の第三者の目から冷静に考

えた方がいいんじゃないかとも思うんですが。
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当面，マクロ政策課題は

　　タイムリーに講演・セミナーなどで

【梅村理事長】　なかなかそこまではいけな

いですが，時事問題として，例えばソ連の問

題であるとか，日米関係だとか，そういう

テーマについては講演会やセミナーをタイミ

ングを見ながらやっております。これからの

課題として貴重なご意見だとは思いますが，

なかなか，今先生がおしゃるような内容を基

本調査として掲げるというところまでは，ま

だちょっとどうかと思います。

領域を広げすぎるより，

　むしろこの規模だからできる

　　　　　　　　　特徴ある活動を

【磯村副社長】　研究規模ということもあり

ます。つまりどれだけのリソーセスを以って

やるかということも考えますと，ものすごく

領域が広がってしまいますとかえって特徴が

なくなってしまう。逆に言えば，この規模だ

からこそできるということもいろいろあるわ

けですね。

あまり地味すぎても……

　　　　　　　　　その辺が難Lい

【梅村理事長】　漢方薬的にじわじわ効いて

くるような地道なことをやりたいと思うんで

すが，そうなるとなかなか存在が薄れてその

うちに消えてしまってもいけない。その辺は

ちょっと難しいが着実な活動を一つ一つてい

ねいにやりたいと思っています。

特色ある産業政策の提言を

【片桐会長】　いま，製造業の実力以上に急

激な円高が進んでいますが，輸出産業の多い

中部圏にとっては，この影響は大きいと思っ

ています。当面の対応として一層のコストダ

ウンも必要でしょうが，従来と同じ考え方の

積み上げだけでなく，規制緩和，流通機構の

改善なども含めもっとマクロの視点での見直

しも併せて進めていかないと円高の根本的解

決につながらないと思います。そこで，中部

はモノ造り，製造業が中心の地域だけに国の

基本ともいうべき製造業が活力を失わないよ

うに，そうしたことにつながる提言などもし

てもらえるといいのではと思います。

先進企業・組合での新しい試み，

ノーハウの蓄積が世の中を変える

【梅村理事長】　現実問題として考えてみる

と，結局世の中のことというのは，先進企業

であるとか先進組合が新しいトライをいろい

ろとやりまして，そういうノウハウがだんだ

ん外へ出され，世の中に波及していくという

のが現実的だと思うんです。ですから，最初

は中部地区ということで何かトヨタに偏って

はおかしいんじゃないかとか，自動車に偏っ

てはおかしいんじゃないかという話もありま

したが，つきつめていくと，結局自動車産業

がまたトヨタ自動車がとかいうことになって

きます。本当につきつめていくと，私はそう

いうことが基本になると思います。だからト

ヨタグループがよくなること，自動車産業が

よくなることが，愛知県がよくなり中部がよ

くなり日本がよくなる。そういうことだとい
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うことで，中部産政研の活動にも，そうした

考え方を少しずつ出してきたわけです。

　また，お二人方に先生を含めて，一言発言

すれば新聞がとり上げるような影響力のある

皆さんが物言いをしていただく，そういう場

所をわれわれが提供する，そういうことを通

して少しでも外に意見なり，先進企業や，先

進組合がやったノーハウを社会に提供してい

くということをしていきたいと思います。

モノづくりの中心中部から

　　産業・労働政策の発信に期待

【松永教授】　そういう中部地区から発信を

していくという意味で，中部産政研あたりか

ら，新しい労働政策というか賃金政策という

か産業政策を発信していくということも大事

なことだと思いますね。

地方の時代を想定，

　　　　　　将来は政策企画機能も

【梅村理事長】　もう一つ，将来的に考えた

いと思っていますのは，先のことになるとは

思いますが，地方の時代すなわち地方に権限

が与えられた場合には，そこに存在する企業

や労働組合また住民という立場で地方行政に

かなり参画し発言していくことが求められる

ものと思います。そのためにも一つの政策が

求められる時代が来るのではないかと思うん

です。もちろん連合や地域連合などがそうい

う役割を果たすようになると思いますが，そ

ういう中で政策的な面をバックアップできる

ような機能を我々が少し持てるといいと考え

ております。もちろんそう簡単にはいかない

と思いますが，そういう方面でも少しつつ

やっていきたいと考えております。

変革への試行・具体化のための

理論的検証や方向づけに関する

　　　　　　　　　　　研究に期待

　　　一会員の立場から一

【磯村副社長】　ここの会員になっている

我々としての批評というと少し言い方が悪い

ですけれども，今，労使関係なり人事・労務

政策なりが一変しつつあるというようなこと

がいろいろ言われているんですけれども，実

際にどうしようかという時になって“待て

よ”ということもいろいろあるわけです。そ

ういういろいろな研究成果を現実にうちの中

に取り入れて実験をしてみるという時に，そ

のための理論付けなり具体化のための研究と

いうことが必要なわけです。そういうことに

ついて，それはいいわ，こっちの方から行こ

うかとか，そういう選択は実際にはやってい

るしやっていけるんですけれども，今，そこ

が難しいところなんです。どれをどうやろう

かというのが大変難しいわけで，会社は会社

なりにいろいろ勉強はしているけれども，中

部産政研としてもそういうことをこの先いろ

いろ研究してもらいたい。それぞれの会社で

試行しながらノウハウを蓄積していく格好に

なるわけですが，我々としてはそういう面で

の研究を期待していくということでしょう．

次代を担う若い人たちの

交流，研鐙の場としての産政塾を

【片桐会長】　　「産政塾」には勿論，優秀な

人が集まったのでしょうが，終了後，いろん

な場で，いきいきと頑張っている人が多く，

大変頼もしく感じています。

　ぜひ，女性も含め，幅広い職場から次代を
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担う若い人たちの交流，研鑛の場としての産

産塾をさらに充実，発展させ，幅広い人材の

育成の場として，今後も大いに広げてほしい

と思っています。

企業と社会の

　　　コミュニケーションの

　　　　　　　橋渡しも大切な機能

【梅村理事長】　良き企業市民とか社会貢献

というのもそうだと思いますが，企業が一方

的にいろいろなことを社会に対して提供する

だけではなくて，他方では企業が社会から栄

養を吸収する。この循環が起きてはじめて社

会貢献ができるわけです。だから，そういう

一つの橋渡しというかつなぎとしての役割り

・ 機能があるのではないか，ということを感

じています。

　それともう一つは，松永先生だとか飯田先

生だとか小池先生だとか，名物教授なんて言

うと叱られてしまいますけれど，すごく優れ

た人材が有名になると中部の外へ出られてし

まうわけです、やっぱり地方になるべくとど

まっていただきたい。おかしなもので，人間

というのは偉功催眠ではないけれど，大先生

が話をすると聞いてもらえるという部分は非

常にありますから，先生も名古屋の方へ帰っ

ていただいて，少しがんばってもらわなけれ

ばいけません。

企業人，組合リーダー，学識者の

コミュニケーション充実の中から

　　　　　　　　　優れた人材を発掘

【松永教授】　中部の人材の厚味を増す必要

があるわけですが，なぜ人材が集まらないか

というと，結局有力な私学がないということ

が大きな要因の一つです。国公立の場合には

定年が早いでしょう。もう少し活力がある私

学が増えるといいんですが。

　だから，産業人と組合リーダーと学識者の

3者のコミュニティーみたいなものがなにか

できるといいというのも，もう少し組織的に

人材の発掘・育成ができるといいなというこ

とでもあるんです。

一さて本日の座談会，一連のお話しいただい

た中でだいたい私達の狙っているところはほ

とんどお話しを伺うことができたように思い

ます。皆様からいただきましたご意見・ご指

摘さらには将来への方向づけを謙虚に受け止

めながら，今後一層研究会の充実に努めてま

いります。本日はお忙しい中，大変ありがと

うございました。

　　　　　　　【文責：中部産政研事務局】
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・ 調査研究レポート　要旨1

〈第1期研究〉

高齢化に対する

　　人事・労務諸施策の研究

名古屋大学　経済学部　教授

　　大　橋　勇　雄

1．はじめに

　人間だれしも年をとれば，体力，視力，記

憶力などは衰えるものである。こうした衰え

に対して，もし職場における仕事の内容が依

然として同じものであれば，労働者にとって

それだけ肉体的及び精神的な負担は大きくな

る。他方，企業にとっても，従業員の高齢化

とともに作業上のミスが多くなったり，仕事

のスピードが落ちたりして，職場の生産性が

低下することにもなりかねない。さらにチー

ム生産を中心とする生産現場では年功的な賃

金体系のもとで高齢者の存在が職場における

人間関係を悪くする可能性すらある。

　本研究プロジェクトの目的は，自動車産業

における組立やプレス，保全，溶接，機械加

工などの職場を中心に，高齢者の配置，移

動，仕事の内容などを観察し，現在，職場の

高齢化に対して企業がどのように対応してい

るか，また今後どのような考え方のもとにい

かなる高齢化対策が必要になるかを考えるこ

とにあった。ただし，訪問したほとんどの企

業では，60才定年制を実施しており，ここで

いう高齢者というのは45才から60才までの者

図1　職場における高齢化対応

年　齢

入社
　　20歳

　　30歳

　　40歳

　　50歳

定年60歳

　　70歳

A段階

B段階

高齢化防止対策
計画的育成ローテーション

多能工化

ME化対応教育

醐発一［瀦購
就業時間の弾力化

全体として職場における倫理・価値観の確率
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である。またそこでは高齢者が比較的多い職

場を選んで見せてもらった。さらに研究プロ

ジェクトの一環として，企業及び従業員に対

して高齢化対策の実態や要望に関するアン

ケート調査をも実施した，その結果は本文の

中で適宣紹介する。

　高齢化対策の基本的な視点は，図1によっ

て表されている。本研究は，実態調査として

各企業の適職開発に注目し，さらにそれを踏

まえながら，A段階に必要な高齢化防止対策

の望ましいあり方を探る。

2．作業改善

　従業員に対するアンケートによれば，健康

上の不安や心配を持っている者や病気をかか

えている者のうち，6割以上の者が「視力の

低下・目の疲れ」，「体力的な衰え」，「足・腰

の衰え」をうったえている。こうした高齢化

による生産性の低下を防ぐためには高齢者の

仕事の内容を変える必要があるが，その方法

は基本的には次の二つである。一つは，作業

や職場環境を改善し，仕事の負荷を軽減する

ことであり，もう一つは，移動によって高齢

者に適した仕事に配置することである。

　最初に，職場で実際に見聞された高齢者の

心身機能（視力，識別判断力，持久力，筋

力）の低下を補うための具体的な方策を紹介

しよう。ただし，それらは必ずしも高齢化対

策として進展したものばかしではない。

視　力：職場の照明を明るくする（各種の職

　　　　場）。色分けや図示により，標示を

　　　　大きく，分かりやすくする（各種の

　　　　職場）。検査用の計器類の目盛りを

　　　　大きく，デジタル化する（検査，組

　　　　付，機械加工職場）。危険水準や区

　　　　域を越えた時，異常音が出る（組立

　　　　職場）。拡大鏡を利用する（検査，機

　　　　械加工職場）。

識別判断力：組付部品や組付順を誤らないよ

　　　　うに，部品の配置を工夫する（組

　　　　立，組付職場）。運搬部品と運搬先

　　　　を誤らないように，ラソプの点滅を

　　　　利用する（運搬職場）。作業書を

　　　　ディスプレイによって標示する（組

　　　　立職場）。

持久力：ドアレス・ラインによる歩行距離の

　　　　短縮と作業姿勢の改善（組立職場）。

　　　　同期台車や座作業台車による作業姿

　　　　勢の改善（組立職場）。オートマシ

　　　　ンによる拳上の締め付け作業の機械

　　　　化（組立職場）。型交換の外段取り

　　　　化（冷問圧造職場）。作業場の冷暖

　　　　房の整備。

筋　力’

　問題は，

要になるということである。そのために，企

業のトップが高齢化問題の重要性をしっかり

と認識し，それに向けて全社的な展開がない

と作業改善はなかなか進まない。

．クレーンや滑り台による重い型や部

品の移動（プレス，組立職場）。イン

パクト・レンチの軽量化（組立，組

付職場）。パレットを軽量化する

　（機械加工，組立職場）。

　こうした作業改善にはコストが必

3．職場における高齢者の配置と仕事

　高齢者を楽な仕事に配置するという方法

は，多くの企業が採用する高齢化対策である。

この対策は高齢者自身からも要望が強い。ち

なみに，配置転換に関するアンケート調査に

よれば，「中高年齢の心身にあったやり易い
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表1　E社・自動車組立職場（組員15名一3班構成）

配置
工程
年齢

歳
勤続
年
年齢一

　勤続
現在の配置・仕事

職　場　内

キャ　リア

職　場　外
キャ　リア

資格・免許等
職務
等級

43 24 19 組　長　代　行 24年 な　し
H．S，R．T，

L

第1班（5名）

43 22 21 班　　　　　長 11年 鍍金　ll年
H．S．R．T，

L

① 22 4 18
右フロント・アクス

ル組付工程
4　年 な　し H．U． A

② 21 4 17
左フロント・アクス

る組付工程
4　年 学　園

A．E．G．且，

H．J．R．U
A

③ 26 6 20
右ストラット・バー

組付工程
課内応援者

後装組付
より

不　　明 B

④ 21 2 19
左ストラット・バー

組付工程
課内応援者

後　装組付

より
不　　明 B

第2班（6名）

40 22 18 班　長　代　行 15年
他の組立工

場

H．S．R．T．

u

⑤ 20 2 18
右1．R．S．ロアー

組付工程
2　年 な　し H B

⑥ 25 6 19
左1．R．S．ロアー

組付工程
6　年 な　し H，R．T．U． B

⑦ 19 1 18 デブ準備工程
　1　年
左ドライブ
シャフト

な　し H A

⑧ 26 4 22
右リヤーアクスル

組付工程
課内応援者

後　装組付

より
不　　明 C

⑨ 欠　員　　（班長代行が作業）

⑩ 27 0．7 26．3
左ドライブシャフト

組付工程
期　間　工 農　業　　　1 C

第3班（3名）・組立職場

26 8 18 班　長　代　行
他のライン
でエンジノ
の登載作業

H．R．1．．Z

⑪ 48 24 24 エアーサスペンショ
ン（A）工程

6　年
鍍金　13年
他の組立ラ

イン　5年
H，R． C

⑫ 47 ユ4 22 エアーサスペンショ

ン（B）工程

エアサス
（A）工程

エンジン搭

載作業
H．S．T．U C

注：1）免許・資格等の記号

　　　A：ガス溶接，E：アーク溶接，　G：砥石取り替え，　H：ホイスト，　J：特定粉塵，

　　　R：リフトt　Sl玉掛け，　　T：異常処置，　　U：有機溶剤，　Z：大型自動車

　　2）職務等級（A，B，　C）は，作業手順の変動，作業姿勢，重量物の有無，動きの多さ，作業

　　　の難易度，判断力の必要性を総合して職場の担当者が決めたものである。

職場・仕事であれば，職場も仕事も変わって

もよい」とした者が回答者の約46％もいた，

この節では高齢者が職場でどのように配置さ

れているかを紹介し，この対処療法のあり方

について検討する。

3－1．自動車組立職場

　組立職場は，自動車の生産現場の中でも仕

事がきびしく，離職者も多い職場であると言

われる。ガラスの取付や溶接などにロボヅト

が利用されていたり，タイヤのはめ込みが自

動化されていたりはするが，まだまだ人間の
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作業を多く必要とする職場でもある。

　こうした組立職場の特徴を念願に，労働者

がどのように配置されているかを見ることに

しよう。表1と図2は，E社における乗用車

組立ラインの一つの組の人員構成とその配置

図である。組長代行を含み，15名の人員で3

班から構成されているが，それぞれの労働者

のもち場は表の配置工程の数字とを対応させ

ることによってわかる。これらの資料から次

の興味深いポイントを指摘できよう。

①　エアーサスペンショソの組み付け工程に

　45才以上の高齢者がペアーになって配置さ

　れている。これらのもち場の職務評価は，

　Cランクになっており，肉体的な負荷は少

　ないと思われる。またそれはラインの後工

　程にあり，仕事の遅れが他の作業者の仕事

　の進行に影響しないように配慮されている。

　E社では組立ラインにおける高齢化対策と

　して，40才以上の者についてはサブライン

　やライン外，後工程に配置するという政策

　が取られているが，これはその一環である。

②ここでの技能形成の目標は，期間工や応

　援者を除き，すべての者が班内の工程作業

　を習得することである。そのために各作業

　者について工程別の作業習得度の一覧表が

　作成され，それに基づいてローテイション

　計画が組まれている。ただし，一覧表から

　類推すると，高齢者はローテイションから

　外されているようである。というのは，第

　3班の二人の高齢者については，エアーサ

　スペンション工程のみがOKとされ，組の

　中の他の工程のうち2～3のものが75％で

　きる程度とされているからである。

③表1から明らかなように，職制の習得工

　程数は多い。ちなみに，組長と第1班の班

　長は組内のすべての工程に100％ではない

　にしても習熟している。これは，職制にな

　るためには当該職場のすべての仕事と隣接

　する職場の幾つかの仕事に習熟しているこ

　とが必要であるという会社のポリシーによ

　るものである。

④　製造車種の需要の増大や離職者の発生に

　ともなって要員の確保が必要になるが，そ

　れは同じ組立課からの応援や期間工の採用

　によって対応していることが表1から理解

　できよう。短期的な生産変動に対して組立

図2　組立職場（乗用車）

フレームリフト

トー－1班一一→トー一一2班一一到

設備　ny’2－一一→

①

フレー囎
○○

①

⑤⑤　⑨

同期台車

自動締付機

⑫

フレーム反転

T
l
蹴
ー
⊥
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　以外の職場から応援が来ることはまずない

　という。

　我々が観察したもう一つのラインでは，2

トン・クラスの小型トラックが組立られてい

た。ここではサブラインやライソ外（ピット

や手直し工程）に高齢者が配置されていた。

サブラインではある特定の車種のみが組立ら

れ，タクトもメイン・ラインと比較して約4

倍長い。またこの職場では46才と49才の高齢

者がピット（足回りの点検作業を行う）と手

直し工程を担当しているが，これらの作業は

自分のペースでできるという意味で比較的高

齢者に適している。ちなみに，E社は，原則

として40才以上の一般従業員を，サブライン

かライン外，または後工程に配置する政策を

とっている。

　このラインでは運搬作業を二人の期間工が

担当していたが，他の職場では高齢者が担当

している場合も多いという。ただ，どうして

も運搬職場に高齢者が集まりやすくなり，職

場の活性化の面で問題がでてくるために，最

近では新人を投入するケースもあるという。

　役職者について，一般にその主な仕事は，

品質などの異常に対する対策の決定と指示，

部下作業指導，標準化の推進などで，これま

でに習得した技能・知識を活用して成果を上

げることができるものが多い。しかし，調査

企業の約70％が，”後進に道を譲るために”

という理由で，原則として55才で役職を取り

外している。役職を取り外された後，係長ク

ラスの者は係をかわり，約6割の者が課内

の，また約4割の者が課外のスタッフ的な業

務に従事することになる。組長や班長クラス

にあった者は，原則として組や班をかわり，

一般職の高齢者と同じような形でライン作業

に従事することになる。これは高齢化問題を

深刻化する危険もある。

3－2．プレス職場

　高齢者が多く配置されているプレス職場

（班）を見学できたが，その人員構成は表2

の通りである。この表と担当者の話から次の

ような興味深い事実を指摘できる。

①50才以上の高齢者のもち場が150トンの

　汎用プレス・ラインと検査であるのに対し

　て，20才から30才前後の若い労働者はブラ

　ンキング・プレスやトランスファー・プレ

　スを担当している。その最大の理由として

　担当者は，とりわけトランスファー・プレ

　スの場合，段取りの手順と操作が多く，複

　雑であるために，高齢者は覚えきれないと

　いう点を指摘している。またトン数が大き

　くなると，型も重くなり，段取りが高齢者

　には難iしいという。

②　検査は，機械の初動の際に行った後，1

　時間に1回，それからロットの終りに行う。

　仕事の内容は，型にはまるかどうか，穴に

　入るかどうか，キズはないかどうかを

　チェックするというものである。高齢者が

　担当している。

③この職場の班長は，E氏であるが，　F氏

　も班長候補として班長業務を補佐している

　という。重要なことは，E氏にしてもF氏

　にしても，新規学卒者として採用された

　後，幅広くプレス作業全般を経験している

　ことである。これに対して，一般作業を行

　う高齢者は，農業や炭坑からの離職者であ

　り，しかも同じ会社でプレス以外の職場を

　も経験している。先の組立職場と同じよう

　に，生え抜き重視の労務管理が見られる。

　このプレス職場の事例に関して，とりわけ
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表2　T社・プレス職場（班人員9名）

配置

．工程

年齢

歳

勤続

年

年齢～

　勤続

現在の配置
・　仕　事

職場内キャリア 職場外キャリア
職務

等級

150トン単発 シャーカット
A 58 26 32

プレスーライン （農業）

150トン単発 組付ライン
B 58 13 45

プレスーライン （農業）

・ 板バネ溶断
C 55 19 36 検　　　査 500トン　　単発プレス

・ 運搬工

150トン単発 な　　　し
D 54 20 34

プレスーライン （炭坑）

E 38 19 19 班　　　長 プレス作業全般 な　　　し

・ LOOOトンBPプレス
200トソ

F 34 19 15 ・リフト作業 な　　　し
BPプレス

・500トンTRプレス

300トン
G 22 4 18

な　　　し
BPプレス

200トン
H 22 3 19 200トン　　　BPプレス な　　　し

TRプレス

300トン
1 21 2 19 な　　　し

TRプレス

T社の概要

　従業員：1，000人以上

　主な製品：エンジン・カバー，シリンダーtブレーキ，バンパー等

　主な作業：プレス，溶接，組み付け等

　定年と役職：男女一律60歳，55歳で役職取り外し

職場の概要

　エンジン・カバーのプレス（切断，穴開け，まげ）

　二直二交替（1週間ごとに早番と遅番を交替）

　　　早番：8：00～17：00

　　　遅番：20：30～5：30

プレスの種類（操作が簡単な順に）

　単発プレス：汎用プレス，BPプレス：ブランキング用（打ち抜ぎ用）プレス，

　TRプレス；トンファー・プレス

重要な点は，職場における高齢化が単に人間

の生理的な現象によるものだけではないとい

うことである。すなわち，新しい技術を一体

化した機械に対して企業は若い者を中心に配

置し，高齢者には”習熟している”というこ

とで単純で楽な仕事を割り当てる。明らかに

これは職場の高齢化を加速するものである。

新しい技術の展開から取り残された高齢者の

モラールが低下したとしても当然ではないだ

ろうか。

3－3．保全職場

　保全や保守，検査の職場は，準直接部門と

呼ばれるように，直接に物を作る仕事に従事

するのではなく，機械設備の修理や調整，保

安点検，治工具の選択や準備など，それをサ

ポートする仕事が中心である。そのために，
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比較的にマイペースで仕事ができ，肉体的に

無理をしなけれぽならない場面が少ないこと

から，高齢化によって大幅に生産性が低下し

ない職場であると言われる。ただし，調査対

象となったF社の保全職場の場合，基幹的な

労働者には，機械や電気についての工学的な

知識を含め，高い技能が必要とされるため，

他の職場の高齢者を配置転換し，ここで活用

することはむつかしいとされる。

　F社の保全係の組単位の人員構成につい

て，E社の組立やT社のプレス職場と同様な

資料があるが，それによれば次のようである。

①15名の組員のうち，45才以上の者が4人

　と多いが，担当者にこれらの中高齢者の仕

　事について，日常，最も頻繁に行う動作を

　4つ尋ねたところ，機械の調整，部品の組

　み付け，接着や注入，機械の操作との回答

　があった。ところが，若い熟練者の場合に

　は，機械の調整に替わって加工手順の決定

　を担当している。この加工手順の決定を担

　当するには，設備についての構造的な知識

　や技能を習得していなければならないか

　ら，ここでは若い熟年者の方が高い技能を

　有していることになる。

②この職場でもやはり“はえぬき”重視の

　労務管理がみられる。組長や班長について

　年齢から勤続年数を差し引いた入社年齢

　は，18か19であるから，高卒後，ただちに

　F社に入社したものと思われる。ただし，

　生え抜きであれば，役職に付けるというも

　のでもない。F社では55才で役職を取り外

　すことから，その二人を除いても，この職

　場には，5人の，生え抜きでありながら，

　職場の班長より年齢が高く，しかも勤続年

　数の長に一般従業員がいる。これらの労働

者の職場外キャリアーをみると，トランス

・ ミッション加工やボイラーの運転などの

保全課以外の職場を経験している。その意

味で，これは職場の生え抜き慣行である。

組長も保全以外の他の職場を経験している

が，しかし，彼は保全より技術的な水準が

高く，工場の技術をリードする生産技術課

の出身者である。生産技術課の出身者が保

全課の職制になることはよくあるという。

4．高齢者の職場移動

　高齢者へのアンケートによれば，「高齢者

への心身に合ったやり易い職場・仕事であれ

ぽ，職場も仕事も変わってもよい」とする者

が46．3％もいた。これは，それだけ現在の仕

事がきつくなってきていることを示すもので

ある。問題は，こうした高齢者をどのような

職場・仕事に移動させるか，ということであ

る。高齢者の受皿づくりとして次の二つの方

法がある。一つは，企業内にすでに存在する

様々な仕事から，高齢者にとってやりやすい

ものを洗い出し，そこへ移動させるというや

り方であり，もう一つは，ある職場の作業を

全体に楽な形にして，高齢者ばかりを集めて

高齢者専用職場，さらには高齢者専用会社を

つくるというものである。前者の方法のもと

で高齢者がどのような仕事につくかは，すで

に組立職場やプレス職場で見た通りである。

　高齢者専用職場については多くの企業が試

みていたが，専用会社については70社のうち

6社が設立していた。企業に対するヒャリン

グの結果を総合すると，高齢者専用職場や会

社は必ずしも高齢化対策として有効なもので

はないように思われる。高齢者ばかりで仕事

や気が楽になるというメリットはあるが，そ
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れだけ生産性が低下し，様々な問題が生じる。

それに移動する者は，“今の職場で役に立た

なくなったために，俺は追い出された”とい

う差別意識を強くもち，その精神的な負担も

大きい。さらに，若い人がいないために，技

術の伝承がなく，張り合いがないという不満

も聞かされた。他方，企業は目に見える高齢

化対策として，あるいは特に専用会社につい

て，賃金体系を低く変更できることから，そ

れを設立する動機を持つが，今後はこうした

やり方ではなく，本格的な高齢化時代に向け

てより体系的かつ流動的な職場のローテイ

ションを計画し，本社自体の賃金体系を抜本

的に改革する必要がある。

5．まとめ

　以上のような職場の観察は，高齢化対策に

ついて次のような示唆を我々に与える。第1

に，技術革新の進展と絡み合いながら，高齢

者の仕事をより適切なものにしようとする作

業改善が職場で具体化されている。特に，高

齢者の視力や識別判断力，持久力，筋力の衰

えをカパーするための方策が進んでいる。た

だし，これにはコストをともなうから，会社

のトップをはじめ，会社的な取り組みが必要

である。

　第二に，こうした作業改善は必ずしも高齢

者に適した方向のものばかりとはいえない。

仕事を単純なものにするのはよいが，単に加

工物の脱着を高齢者に要請するものもある。

この場合，仕事のスピードのみが問題される

が，これでは若年者に対して相対的に不利に

なる。今後は高齢者のこれまでの技能や知識

を生かす工夫が必要である。

　第三に，組立職場に典型的にみられるよう

に，職制になっていない高齢者はラインの後

工程やライン外，バイパス・ラインに配置さ

れる傾向がある。しかし，年功的な賃金体系

のもとで，こうした高齢者の活用は企業に

とって早晩負担になり，何らかのしわ寄せが

生じる危険がある。

　第四に，プレス職場や保全職場にみられる

ように，新しい技術の展開に対して，企業は

若年者を中心に配置する。つまり，高齢者は

新しい技術の展開から外されている。これに

は高齢者自身が積極的ではないという問題も

あるが，企業も高齢者の活用をもっと真剣に

考える必要がある。それによって，組織的な

高齢化を防止できる。

　第五に，各職場が独立しているために，異

なった職種間の移動が少ない。その背後には

それぞれの職場に独特の文化があり，移動者

にとってそれは昇進面で不利になるばかりで

はなく，精神的な負担も大きいという事実が

ある。しかも，職種間の異動は企業にとって

訓練費など短期的に大きなコストをもたらす。

しかし，長期的には職場を活性化し，従業員

の高齢化を防止するというメリットもある。

40歳以前の若い時期に大半の者が二つの職種

を経験することも必要ではないだろうか。そ

れに，新規学卒者の絶対数の減少が現実にな

りつつある現在，若年者の仕事を高齢者とい

えども担当せねばならなくなる。

　　　　　　　　　【中部産政研　研究員】
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南山大学　経済学部　教授

　村　松　久良光

1．調査の背景

　この調査は1990年の1月に始まった。この

時期は89年12月末の株価の大きな下落はあっ

たが，生産活動はまだたいそう活発で好景気

の真っ最中であった。それにつれて仕事量も

多く，というよりむしろ多すぎて皆疲れ気味

であった頃である。仕事よりも休みやゆとり

がほしい，働くにしても働きがいのある仕方

で働きたい，などの声が聞こえてきた。それ

に伴って日本人の「働きすぎ」批判や，会社

によって無理やり働かされており，そのため

に「過労死」がでているなど，日本人の働き

方が大きく問題にされた時期であった。とく

に自動車産業では，未曽有の需要拡大によっ

て残業も多く，みんな「くたくた」であり，

仕事に誇りを失っている，と言われた頃であ

る。そして，現在とは違う意味で仕事の見直

しが叫ばれていた。

　人手不足から生ずる生産職場での問題も大

きかったが，技術職を中心に事務，営業・販

売職の，いわゆる広い意味での「ホワイトカ

ラー」と呼ばれる職種に従事する人々におい

ても，疲れやストレスがたまり，働きがいを

失っているのではないかと言われ，それをも

たらす「働き方」が問題になった。とくに製

造業では技術者が金融業に流れるなど「製造

業離れ」が経営側にも危機感を募った。

　また，豊かな時代になって，これまで仕事

中心で来た中年層の生き方に対して，若い人

たちは仕事よりも余暇や私生活を重視する価

値観を持ち，仕事に対しても中年層とは違う

とらえ方をしていることが強調された。

　こういう時代背景のもとで，これまで本格

的な調査がされてこなかったホワイトカラー

層を対象として，「魅力ある働き方」という

テーマをかかげ，調査を開始した。

2．調査の組織

　調査を行なう組織としては，中部産業・労

働政策研究会の会員から，企業の人事・教育

部署と労働組合から委員を募り，専門委員会

を構成した。コーディネーターとして私の他

に，ホワイトカラーの人材形成の研究に詳し

い神戸学院大学の中村恵助教授に加わっても

らった。そして，委員会の準備，アンケート
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調査の設計や企業への聞き取り調査の手配な

どの実務的な仕事から，調査結果のとりまと

めまで，研究会の当時の主任研究員であった

村井清氏（現在トヨタ自動車）と加藤俊行氏

（現在日本電装），そして事務局長の十亀義

則氏に手伝ってもらった。

　専門委員の方々をはじめ，主任研究員の村

井氏は人事教育畑，加藤氏は技術畑出身で実

際の実務に携わってきた経験があり，我々学

者だけの調査に比べて，地に着いた調査を進

めることができたと自負している。なお，調

査は日本労働研究機構からの委託研究の形を

とり，主として資金面での援助を仰いだ。

3．調査の分析視点

　調査をするうえでの主要な分析視点とし

て，次の3点を柱とした。

（D　働きがいを仕事のどこにもとめるか。

　仕事に生きがいを見いだすよりも，家庭や

趣味の生きがいを見いだす人が増えていると

いう価値観の変化が強調されるが，仕事に第

一の生きがいを見いださないとしても，仕事

をやる以上，働きがいのある仕事を望むので

はなかろうか。むしろ大事なのは，仕事のど

のような点に働きがいを感じ，それに対して

どの程度満足しているのかを明らかにし，そ

こから改善できるポイントを探り出すことで

あろう。

（2）キャリアの形成と能力評価

　ホワイトカラーの仕事は，ある時点ではひ

とつの仕事であるが，長い労働生涯をとると

いくつかの仕事を経験し，やさしい仕事から

徐々に責任のある難しい仕事へ移っていく。

これを「キャリア形成」と呼べば，どのよう

なキャリアを積んで仕事能力を高めていくか

が，魅力ある働き方にとって重要であろう。

具体的には，企業で働く人たちはどのような

育成の方向を希望しているのか，職場間異動

や転職をどのように考えているのか，管理職

志向か専門職志向かなどである。

　個々人がキャリアを形成していくとき，そ

の段階ごとに評価がなされ，処遇されていく。

人々は現在の人事考課と処遇の仕方をどのよ

うに評価し，今後どのようにすべきと考えて

いるのだろうか。具体的には「能力主義」を

どの程度進めるのがよいと考えているのか。

（3）ゆとりと効率性

　いい仕事ができる条件として「もう少しゆ

とりを持って仕事ができる職場にしたい」と

いう意見が多い。ゆとりが魅力ある仕事の

キーワードになっているが，仕事をするうえ

でどのような意味から「ゆとり」を求めるの

であろうか。それと仕事をするうえでの効率

性とどのように関係するのか。

　以上の3つの柱に沿って，「価値観と働き

がいの測定」を総論におき，働き方に関する

課題として，「仕事のあり方と働きがい」「ゆ

とりとストレス」「自己成長」「能力主義」「中

高齢問題」「コミュニケーションと組織のあ

り方」「企業イメージ」の7つを設定した。

4．調査の方法

　調査の方法としては，研究会参加企業の従

業員に対するアンケート調査を，男女別，年

齢別，職種別，産業別に分析できるように，

最低でも5，000人の回答がえられるように配

布した。一方，企業の人事担当部署と労働組

合に対しても従業員アンケートに対応する課

題と施策についてアンケートを行なった。

　さらに，アンケート調査では具体的な仕事
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の内容がわからないので，それを補完するた

めに，7つの企業から事務系職場，技術系職

場，営業系職場合わせて10の職場を選んで，

聞き取り調査をした。企業の人事担当には採

用一教育一異動を中心とした人事制度および

施策の基本的な考え方，各職場に対しては，

①業務の内容，②教育，異動の状況，③魅力

ある職場作りに対する考え方および具体策を

聞いた。

5．調査結果の概要

　調査結果は従業員アンケート調査を中心

に，労使調査を補完的に用いながら課題設定

ごとに分析し，さらに聞き取り調査から，職

種別に働き方とキャリア形成のあり方をまと

めた。それぞれのテーマごとに興味ある発見

があったが，ここでは分析視点の3つの柱に

対応した主要なポイントだけを以下に示そう。

　第1部の「価値観と働きがいの測定結果」

から，

・34歳以下では私生活にウエイトを置く者が

　過半数であるが，どの年齢層も「働きがい

　を必要」とするものは多数を占めており，

　生きがいとは別に，仕事をする以上働きが

　いを必要とすることが確かめられた。

・働きがいを感じる程度に関しては，全体と

　しては肯定的であったが，そのなかで，20

　歳代の女性，男性では30歳前後層，職種で

　は設計技術職が相対的に低かった。

・ 働きがいに寄与する項目では，「自分の適

　性に合う」，「企画が採用される」，「能力発

　揮の実感」，「達成感」など，個々人の「仕

　事のやり方」に関する項目がどの年齢層で

　も高く，次に「評価・処遇」や「人間関

係」の項目群が続く。日本人は「集団主

義」と言われるが，「職場の目標達成」や

　「会社の業績への寄与」など集団に関係す

　る項目は意外に低い。

・ 働きがいに寄与する程度と現実の満足度の

ギャップの大きいのは，「賃金があがる」

や「仕事が会社に認められる」などの「評

価・処遇」の項目群である。ただ，賃金の

満足度と働きがいの感じ方との相関は必ず

　しも高くはない。

第ll部の働き方に関する課題から，

・ 現在の仕事のあり方と働きがいとの関係を

調べると，仕事量はやや多いところで，仕

事の難易度はやや難しいところで働きがい

を感じる層が多く，両端で低くなっていた。

働きがいを感じるには，適度かやや多めの

量と刺激と変化がある仕事を与えることが

重要である。女性は少なすぎて，設計技術

職は多すぎて働きがいが低くなっている，

　とみられる。

・過半数の人が「仕事にゆとりがない」と答

　えており，仕事量と密接に関連している

が，その理由を問うと「複数の仕事を抱え

ている」や「急な仕事が入る」など仕事の

与えられ方に問題がある。

・ 仕事の面での自己成長に関しては，過去の

　異動経験は能力向上に効果があったと多く

　の人は回答しているが，現在生き生きと働

　いている人ほど異動したくない，という意

識を持っており，各部署でもそうした人材

　を引き止めようとする傾向がある。長期的

　な人材形成を考慮すると，明確な異動基準

　の確立が望まれる。

・ 昇進，昇格，賃金など処遇に関して，仲間

　の間で差が大きくなっても現状より個々人
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　の能力や実績を重視すべき，という「能力

　主義」の考え方に肯定的な回答が年齢とは

　それほど関係なく多数を占めた。そのなか

　で，資格や役職決定に関しては高く，賃金

　格差に関してはやや消極的な賛成であった。

　一方，現状の能力評価が「公正でない」と

感じている者も約3割，「評価が減点主義」

と思っている者が約4割もいる。今後「能力

主義」を進めていくとしても，このことに留

意する必要がある。

　第ll部の「中高齢問題」，「コミュニケー

ション」，「企業イメージ」，第皿部の「職場別

の働き方とキャリア形成」については，紙幅

の関係で割愛せざるをえない。ぜひ報告書を

参照してもらいたい。

6．提言とその後の変化方向

　調査結果を分析して，報告書では「個を活

かし，働き方の魅力アップを」と題して，次

の5つのポイントに提言をまとめた。

1．私生活重視派も働きがいを必要。

2．対外的なアピールよりも適度な刺激と公

　正な評価を。

3．「女性」と「設計技術職」に対策のメス

　を。

4．長期的な効率性のために自己成長への工

　夫を。

5．「減点主義」から「加点主義」へ。

　ところで世間一般にはまだ次のふたつの見

方が流布している。ひとつは，中高年層は会

社に忠誠心を持つ「会社人間」であるのに対

して，今の若者は多様な価値観をもつ「個人

主義」であり，企業のあり方もこの方向へ転

換しなければ若者は不満が欝積して転職して

しまうという見方である。もうひとつは，企

業内の大半の人たちは個人別査定によってい

やいや過度な出世競争に巻き込まれ，会社に

「働かされすぎ」ているので，欧米の組合の

ように個人間の競争を規制すべきだ，という

見方である。

　このようなふたつの見方は，この調査結果

からみると，現状認識からしていかに的がは

ずれているかがわかるであろう。それでもま

だこういう見方が根強い。日本の企業や組合

のあり方はまちがっているという先入観が強

いからであろう。

　この調査結果からは，働きがいを感じてい

る中高年層も「個人主義」的であり，どの層

も「能力主義」を基本的に是認しており，現

状のあり方に対して根本的な変革を迫るもの

ではない。しかしそのなかでも，潜在能力が

十分発揮できない層がおり，いくつかの改善

すべき点がある。このようなスタンスにたつ

ので，どちらかというと地味な提言になって

いるが，地に着いた提言であると自負してい

る。

　あれから2年経過して，人手不足から人員

過剰へと経済状況も大きく変わったが，長期

的な視点に立てば「魅力ある働き方」に関す

る問題は消えてはいない。むしろ組織内の

個々人が，以前にもまして能力を発揮する必

要に迫られているといえよう。このような提

言が個々の組織においてどの程度有効であっ

たのか，そしてどのような具体的な改善が行

なわれたのか。伝え聞くところによると，こ

のような方向での改善が進められてきている

ようだが，それを確かめていくのが今後のひ

とつの課題でもある。

　　　　　　　　　【中部産政研　研究員】
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〈第3期研究〉

女性従業員のキャリアと

サポート制度の実態に
　　　　　　　　　　　　　関する調査

、JV

金城学院大学　文学部　教授

　　山　本　郁　郎

調査課題と方法

　この調査は，働く女性たちの就業意識，と

りわけキャリア形成に対する志向，ならびに

育児休業や再雇用制度などいわゆるサポート

制度に対するニーズを明らかにすることを目

的に，おもに愛知県下の当研究会の会員企業

労使，そこに働く女性従業員および比較のた

めに男性従業員に対するアンケート調査，な

らびに15社42職場での聞き取りを中心に調査

を行った。本稿はこの調査結果の要約である。

女性回答者の属性上の特徴は次のとおり。回

答者はほとんどが正規従業員である。年齢別

には20代後半までで70％強を占め，したがっ

て勤続年数も5年未満層が50％以上を占める。

学歴別には高卒が60％，短大卒が20％，大卒

は6％と少ない。産業別には製造業が70％，

また企業規模別には1千人以上の大企業に勤

める者が4分の3を占めた。さらに，職種別

には事務職が60％，現業職が20％を占める。

1．就業継続意思の高さと多様性

就業継続意思をもつ女性の割合は高い。ラ

イフ・コースに関する意識から見ると，結婚

や出産を契機に仕事を辞めるという女性はあ

わせても2割に満たず，しかも若年層に偏っ

ている。もっとも多いのは再就業型で54．9％，

次いで就業継続型が18．0％。およそ4分の3

近い女性が生涯にわたりなんらかの職業をも

つことが望ましいと考えている。とくに就業

継続型は20代後半から増加し，30代では31～

36％を占める。また，再就業型はいずれの年

齢層でも高いが，とくに中高年齢層で著しく

大きな割合を占める。男性と比べた場合，就

業形態が再就業型と就業継続型とに別れるの

が女性の特徴である。

　仕事に対する姿勢も全体的には積極的であ

る。「今のままでよい」（保守派）と「特に考

えていない」（無関心派）の合計は約30％，こ

れに対してキャリアの拡大・深化を志向する

「積極派」は41％，「別分野の仕事を」とする

「転身派」は25％を占める。「積極派」が圧倒

的に多い男性と比べ，「転身派」の多いのが

女性の著しい特徴である。「積極派」は30代

では半数を優に越える。他方，20代では「積

極派」の割合は40％前後と低いが，「転身派」
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が3人に一人と，他の年代に比べ著しく高い。

勤続年数をも考慮すると，20代の女性の間に

キャリア拡大の道が閉ざされていることへの

反発が強いと見るべきであろう。

　ライフ・コースと仕事に対する姿勢をクロ

スさせて見ると（表1），就業継続型でキャ

リア拡大に積極的な女性が約10％，そして，

再就業型および出産退職型で積極派ならびに

就業継続型で「転身派」が約30％，合計約

40％の女性が高い就業継続意思とキャリア・

ニーズをもつ女性たちであり，この層の女性

たちの「活用」こそ，企業社会の直面する課

題であると見ることができよう。

表1　仕事に対する姿勢
　　一ライフコース別・類型別一

（％）

保守派　積極派　転身派　無関心派

表2　学歴別職域拡大志向
（％）

職域拡大

志向派
中間派 無関心派

大学卒

短大卒

高校卒

61．8

44．1

29．2

27．1

37．7

44．5

11．1

18．2

26．4

結婚退職型　　19．6

出産退職型　　13．5

再就業型　16．8

就業継続型　　8，5

30．0

44．1

40．3

55．0

28．3　　　　　18，8

23．4　　　　　15．8

26．4　　　　　14．1

24．1　　　8．3

2．高いキャリア形成に対する関心

　これら女性たちのキャリア形成に対する関

心は，常識と異なり高い。いくつかの指標を

見てみよう。一般に女性が疎外されている業

務として折衝業務，判断業務，高度技術業務

がある。この3つの業務のうち，将来いずれ

か一つでもやりたいと回答したものをキャリ

アの拡大に積極的に定義する。まず，学齢別

に見ると（表2），学歴が高くなるほど職域

拡大志向も高くなる傾向が観察される。大卒

は6割余が職域拡大に積極的である。以下，

短大卒が44％，専門学校と高卒は3割前後で

ある。また，ライフ・コース別には，就業継

続型で職域拡大志向が57％を占める。再就業

型では3分の1弱，出産退職では4分の1弱

と低くなる。このように学歴の高い女性ほ

ど，また，就業継続意思の強い女性ほど，職

域の拡大に強い関心を抱いていることが明ら

かである。

　今一つ，異動に対する意識を見てみよう。

異動はキャリア形成の重要なステップとなる

ことが多い。常識と異なり，異動に対しても

積極的な女性が多い。すなわち，就業継続型

のライフ・コースを選択した女性たちの間で

は異動肯定派の割合が半数を超える。再就職

型や出産退職型でも41－44％は異動に肯定的

である。また，異動の許容範囲も予想をはる

かに超えて広い。すなわち，課間以遠の異動

を許容する者は，就業継続型で8割を超える。

再就職型および出産退職型でも6割前後が課

間以遠の異動を許容する。女性は異動を嫌う

という常識は，アンケート調査の結果からは

ほとんど窺えない。

3．差別とモラール

　キャリア形成に高い関心をもつ女性たちの

目には，今の企業社会は差別的に映る。就業

継続型のライフ・コースを選んだ女性の85％

が昇進・昇格における差別を感じている。そ

れ以外のライフ・コースを選んだ女性たちで

すら，昇進・昇格における差別を感じる女性
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はきわめて多い。とりわけ，職域拡大志向を

もつ女性，あるいは就業継続型の女性では，

「会社が機会を与えてこなかった」とか「会

社の方針・慣行」という会社側の責めに帰す

べき理由を挙げる者の割合が，女性側に問題

ありとする者の割合を上回る。

　仕事における差別的な扱いはモラールにも

影響を及ぼす。表3は，仕事が男女同等ある

いはほぼ同等な職場に働く女性と，女性が

もっぱら補助的な仕事を行う職場の女性につ

いて，ライフ・コース別に仕事満足度（ただ

し，満足と不満のパーセンテージの差で示し

てある）を示したものである。回答者の8割

以上を占める事務・技術・販売職の女性につ

いて見ると，結婚退職型を除いて，男女同等

な職場では補助的な仕事の職場に比べて仕事

満足度が断然高い。とりわけ，就業継続型の

ライフコースを選択した者で，補助的な職場

に働く者の間では，不満が満足を6．5ポイン

トも上回る。やはり，不満は，差別的な仕事

のあり方にも深く根を下ろしている。

表3　ライフコース別・
　　職場類型別仕事満足度（DI）

職場類型
事務・技

術・販売
現業職

結　　婚

退職型

（ほぼ同等）

補　助　的

0．0

3．1

一 17．3

－ 55．4

出　　産

退職型

（ほぼ同等）

補　助　的

11．5

2．7

4．5

－ 54．5

再就職型
（ほぼ同等）

補　助　的

20．2

4．4

10．5

13．8

就　　職

継続型

（ほぼ同等）

補　助　的

16．6

－
6．5

25．0

31．5

4．非マニュアル型技能の習得

　目をキャリア形成の現場に向けてみよう。

女性のキャリア形成の実情を見るために，職

場で要求される技能をマニュアル型と非マ

ニュアル型に分けてみよう。前者はマニュア

ルにしたがって習得できる技能，あるいは容

易にマニュアル化できる技能，それに対して

後者は作業者の経験や知識に基づく判断が中

心となるために，容易にマニュアル化できな

い仕事をいう。

　女性のキャリア形成がマニュアル型職務に

限定される傾向が最も強いのは現業職であろ

う。現業職にも非マニュアル型の職務は少な

くない。管理的職務や保全作業のように，深

い業務知識に基づく推測・分析・判断が求め

られる非マニュアル型職務がある。しかし，

聞き取りでは，女性たちの非マニュアル型職

務への参加の程度は，現業職においてもっと

も低い。数年間の現場でのOJTの後男性従業

員には通常与えられている，OffJTの教育機

会・社内技能検定試験への参加機会が，事実

上女性には閉ざされており，その結果，男性

には開かれている管理的な職務へのキャリア

・ ルートが，女性に対しては事実上閉ざされ

ているケースなど事例には事欠かない。その

理由として，女性の残業・深夜労働規制や作

業自体の物理的制約などと並んで，明確な指

揮系統を必要とする職場にしばしば見られる

男性中心意識，女性が上に立つことに対する

違和感こそ，障害の最たるものではないか．

若い男性の現業職志向が確実に減少する中

で，現業職においてこそ女性活用がもっとも

強く求められているのであって，その点で女

性の働き易い職場環境の整備が強く望まれる。
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　現業職と対照的に，女性に対してキャリア

形成機会がもっとも広く開かれているのが技

術職であろう。技術職では男子と同じように

非マニュアル型の職務習得機会を女性もまた

与えられているケースが少なくない。技術職

の場合，作業者の意欲・能力の有無は，性の

違いに関係なく歴然としている。この技術的

な合理主義と，作業の仕方に個人の裁量の余

地の大きいことが，意欲・能力ある女性に活

動領域を与える。商品開発などに伴う他企

業，他部門との折衝業務も，当初は相手が抱

くかもしれない違和感も，女性担当者の能力

が認められるに従って，多くの場合消え去っ

ていく。問題はむしろ，システム開発に典型

的に見られるように，期限が限られており，

しかも最終の立ち上がりの段階で作業量が膨

れ上がるような仕事の場合，時間管理が難し

いことである。

　事務職および営業・販売職の女性のキャリ

アは，上の二つの職種の中間にある。営業・

販売職の場合，百貨店やスーパーマーケット

などいずれも女性の感性を生かして，専門職

キャリアルートの形成が広く観察される。売

り場でレイアウトから商品発注まで幅広い経

験を重ねながら，現場職制としてのキャリア

形成が行われる事例がそれである。その経験

がさらにより深い，あるいはより広いキャリ

ア形成の一部をなすケース（大手スーパー

マーケット）もあれば，専門職キャリアが特

定の売り場にとどまっているケースもある。

自動車ディーラーの女性営業職・サービス係

は，男性営業職のアシスタント，あるいは窓

口での接客といったマニュアル型職務からは

じめて，いまや男性に比べて遜色のない営業

成績を残す女性も現れている。しかし，他

方，意欲も能力も十分にあるように見えなが

ら，男性中間管理職の考え方のために，電話

の応対や書類整理などのマニュアル的業務に

縛りつけられている女性従業員を見られる。

　事務職でも男性のアシスタントとしてマ

ニュアル型職務からはじめながら，次第に職

域を拡大して，いまや企画や関連部門との折

衝を含む非マニュアル的職務他を任せられる

までになっている事例が少なくない。しか

し，職務内容が曖昧なためか，営業・販売職

に比べて，キャリア・ルートとしてのシステ

ム化は大きく遅れているといえよう。

　聞き取りできた女性は，キャリア形成機会

を与えられ，それをものにしてキャリアを延

ばしてきた人たちである。だが，女性のため

のキャリア・パスは多くの場合まだシステム

化されていない。ある意味で僥倖に待つとこ

ろが少なくない。その僥倖を左右するのが中

間管理職である。仕事の配分は事実上彼らに

よって左右される場合が多いからである。し

たがって，女性「活用」の実をあげるために

中間管理職層の意識改革がきわめて重要にな

ろう。

5．使いがってのよいサポート制度

　フレヅクスタイム，育児休業制度，再雇用

制度の三つについては，ライフコースのいか

んにほとんど関係なく高いニーズがある。就

業継続型の女性はこれらに加えて，地域ある

いは企業内保育所の設置・整備に特別に強い

ニーズを示している。

　こうしたニーズと利用意思との問にギャッ

プは大きい。育児休業制度も再雇用制度も，

キャリア志向と利用意思との問には一定の相

関が見られる。だが，「利用する」者の割合
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は，キャリア形成に積極的な女性でも育児休

業で4割，再雇用制度では3分の1にすぎな

い（表4）。とりわけ再雇用制度の場合，技術

職では数年間のブランクによる技能の陳腐化

が，営業職では顧客とのつながりが失われる

ことが大きな不安をかきたてる。こうした不

安に応えるために，退職後のコミュニケー

ション・チャンネルの維持，再雇用後のリハ

ビリ，あるいは適切なキャリア・ルートの設

定などのサブ・システムを用意するのでなけ

れば，「使いがってのよい」サポート制度に

はならず，仏作って魂入れずということにな

りかねないであろう。

表4　キャリア拡大意欲別

　　再雇用制度利用意思
（％）

働　　き

続ける
利用する

分から

な　　い
利用せず

積極派 3．8 33．0 47．7 15．5

中間派 2．9 28．4 53．7 15．0

消極派 4．2 24．2 51．2 20．4

6．統計的差別を超えるために

　中長期的な労働力不足への対応として，女

性の活用を挙げた企業は57％。企業もまた女

性労働者に対する強いニーズをもつ。活用方

針として「補助的職務中心」を挙げた企業は

2割に過ぎず，「個人の能力・適正を活ふす」

あるいは「専門分野中心」が4分の3以上を

占める。これに対応して，現業職を除き，女

性にキャリアの拡大・深化を望む企業は多い。

さらに，折衝業務，高度な判断業務，高度な

技術業務へ女性を配置する意向をもつ企業も

45％～64％を占め，その限りでは，女性の高

い就業意思，キャリア・ニーズは，企業側に

みごとに共鳴しているかに思われるのである。

　だが，一歩踏み込んで，企業による女性活

用施策の現状を見ると，とても楽観を許すよ

うな状況にないことは明らかである。一つの

例は，コース別人事管理の導入状況である。

導入企業は20％を割る。また，種々のサポー

ト制度の導入状況を見ると，企業の取組は

遅々として進んでいない。例えば，再雇用制

度の普及状況を見ると，制度を設けている企

業は1割，その半数以上が「利用されていな

い」とする。育児休業制度についても，調査

時点ですでに翌年からの設置が法的に義務づ

けられていたにもかかわらず，導入企業は4

分の1，その内半数以上の企業が「利用され

ていない」と回答した。

　女性労働者に対するニーズ，女性活用への

積極的な姿勢と，施策における遅れとの

ギャップは何によるのだろうか。一つの手掛

かりは，企業の女性労働者に対する認識にあ

る。女性活用上の問題点として，「法規制」と

並んで「勤続の短さ」「職業意識の低さ」をあ

げる企業はそれぞれ3分の2に及ぶ。こうし

た問題は，企業にとって苦い思いを味わった

「統計的事実」ではあろうが，それゆえに女

性活用への取組が遅々として進まないとすれ

ば，女性のみならず，企業にとっても損失は

大きいというべきだろう。本調査が一部明ら

かにした，高い就業意思とキャリア形成意欲

をもつ女性たちに視点を定め，適切な施策が

速やかに行われるべき時を迎えているように

思われる。

　　　　　　　　　【中部産政研　研究員】
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調査研究レポート要旨IV

〈第4期研究〉

若年技能員の

職場定着過程に関する

　　　　　　　　　　　　実証的研究

日本女子大学人間社会学部助教授

　　岩　木　秀　夫

1．調査研究の背景・目的

　出生率の低下や高等教育進学率上昇により

中長期的に高卒労働の不足が見込まれるなか

で，近年の傾向として高卒者の製造業離れや

中途退職が増加してきている。このような傾

向がこのまま続くならば，日本経済の根幹を

なす製造業の活力を将来にわたって維持して

いくことは極めて困難になる。本研究は以上

の問題意識から，製造業若年技能員の職場で

の定着過程や退職にいたる具体的な経過を調

査することにより，製造業の職場を若者に

とって魅力があり安心して定着できるところ

にするための方策を明らかにしようと試みた。

2．調査研究の方法

　プレ調査として学校，職安，企業人事担当

者，技能系従業員に対する聞き取り調査を行

い，それをもとに，本調査として企業人事担

当者および技能系従業員に対する質問紙調

査，ならびに離職者への聞き取り調査を行っ

た。

（1）質問紙調査

概要　対象　　　配票数　回収票数　回収率

　技能系従業員　3，300　　2，901　87．9％

　企業人事　　　　81　　　53　65．4％

技能系従業員の内訳

　職場部門別

　直接製造部門　：プレス溶接　22．8％

　1，839人（100％）機械加工　　17．4％

　　　　　　　　部品組付け　28．4％

　　　　　　　　塗装メッキ　20．4％

　　　　　　　　車両組立　　11．0％

　間接部門：　　　保全・工具　30．3％

　1，125人（100％）運搬・施設　32．9％

　　　　　　　　検査　　　　23．0％

　　　　　　　　試作・実験　14．1％

　年齢別2，901人（100％）30歳未満53．4％

　　　　　　　　　　30歳台　22．7％

　　　　　　　　　　40歳以上23．9％

　会社規模別2，863人（100％）

　　　　　　　　500人未満　　8．8％

　　　　　　　　500～999人　10．1％

　　　　　　　1，000～4，999人27．5％

　　　　　　　5，000～9，999人17．3％
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　　　　　　　　1，000人以上　36．4％

（2）聞き取り調査

　平成4年7月から8月に実施。平成2年以

降の離職者で本人の了解が得られかつ接触の

可能であった，31名（うち電話による聞き取

り10名）を対象とした。

（3）研究体制

研究者委員

岩木秀夫　日本女子大学人間社会学部

　　　　　教育学科助教授

藤原道夫　南山大学経営学部経営学科助教授

田中節男　椙山女学園大学人間関係学部人間

　　　　　関係学科助教授

企業労使委員　10名

事務局（中部産政研）3名

3．企業人事への質問調査から

（D　新規高卒離職者の推移

　新規高卒採用者の入社年度内職率は，

1，000人未満規模の企業がもともと激しく，

1987年から1990年まで20～24％を保っていた

が，1991年には28％を超えている。1，000～

4，999人規模の企業は1989年まで16～17％を

保ってきたが，1990年にピークの24％に達

し，その後1991年には他のグループとは逆に

低下して20％となっている。5，000人以上規

模の企業は，1988年まで8％前後と低かった

が，それ以後は一貫して上昇し，1991年には

22～23％に達して，1，000～4，999人規模のグ

ループと逆転している。

（2）新規高卒と正社員率，採用率，班長率，

　残業時間の関連

　離職率と各指標とのあいだには，総じて明

確で一貫した関係が少ない。このことは，新

規高卒技能員の離職という現象は企業単位に

集計された各種の数値で説明できるものでな

く，もっと細かく職場単位で把握された数値

をもとに分析されるか，あるいは更に技能員

個人単位の分析が必要となることを意味して

いる。当プロジェクトは後者を選択した。

4．離職者への聞き取り調査から

　離職は，実家からの要望，転職先の出現，

長期入院などの具体的な出来事をきっかけに

して決意されるが，それらはあくまでも最終

的なきっかけである。それ以前に様々な要因

の積み重ねによって蓄積されてきた「辞めた

い」という気持ちが根底にある。

　離職者は転職後も製造業，運搬業，建設業

で働いている者が21人中17人にのぼり（電話

による聞き取りでは10人中6人），また，仕

事がきつかったことを離職の理由に挙げた者

は21人中5人にとどまった。その意味では，

「製造業離れ」も言われているほどではない。

　また，給与，休日・労働時間，作業環境，

福利厚生J雇用の安定などの外部的報酬は重

要ではあるが決定的ではなかった。著しい不

満足を産む場合には単独で離職の理由にはな

るようではあるが，それらに満足していたり

不満がないからといって定着の理由にはなら

ない。また，ひとたび若者が離職を考え始め

た場合には，これらの外部的報酬はそれを思

いとどまらせる要因にはなっていない。

　重要な問題は仕事や職場そのものであった。

仕事が面白いとか職場の同僚や上司に承認さ

れているという内部的報酬が離職を大きく左

右している。同時に若年者は職場の職制に対

しては自分達の将来の役割モデルとして鋭敏

な感覚を持って観察しているが，現在の職場

では職制は一般的にいって定着の利点を積極
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的に物語る良いモデルとはなり得ていないよ

うである。

　若年者は自分を単に労働力としてではな

く，必要な人間として認められたい，一人の

人間として同僚，上司，会社から受け容れら

れたいという欲求を持っているが，それが満

たされる職場でないという印象が「辞めよ

う」という気持ちを産むことになっている。

5．従業員への質問紙調査から

（1）入社時の就労意識

　初任配属職場について，全体の49．2％が

「特に希望はなかった」と答えている。また

希望のあった者についてその職場を希望した

きっかけを尋ねると33．3％が「ただなんとな

く」と答え，31．5％が「導入期間中に」と答

えている。このように，明確な配属希望やイ

メージを持って入社してくる者は少ないが，

これは離職願望も定着指向も入職後に形成さ

れることを意味している。

（2）班長の印象

　入社3年目までの職場で，次の①～⑤がそ

れぞれ誰だったかを尋ねた。その結果，直近

の上司である「班長・班長代行」よりも「20

歳台の先輩」を挙げる答えが多かった。①仕

事が遅れそうになったとき助けてくれた人

（38．5％対41．1％）②仕事を良く教えてくれ

た人（36．4％対31．3％）③話し相手になって

くれた人（17．2％対54．8％）④自分のことを

気に懸けてくれた人（27．8％対38．1％）⑤自

分もあのようになりたいと思った人（23．6％

対29．2％）。

　予想を裏切って班長は若年者にとって重要

な存在にはなっていない。また，班長のイ

メージを聞いた質問に対しては，「職場をま

とめる苦労が大きい」が最も多く81％で，さ

らに注目すべきことに，「苦労の割に報われ

ない」が63％もいた。若年者の目には班長と

いう役職は苦労や負担は多くあるが，それに

見合うだけの報いがない存在と映っている。

（3）昇進の意欲・見通し

　入社当時の目標を尋ねたら「なりゆき次

第」「特になかった」が合計29，5％，「人並に

勤め上げる」10．5％，「係長・工長」「課長以

上」が合計18％に対して，「職制にならなく

ても仕事で認められる存在になりたい」が

38％であった。さらに，入社当初の昇進見通

しについては，「班長・組長まで」が69．4％

と圧倒的に多かった。昇進に非現実的な夢を

つながない一方で，仕事の能力面でひとかど

の存在になることにかろうじて積極的な動機

をつなぐという，醒めた意識である。

（4）仕事の印象

　しかし，肝心の仕事のイメージは決して芳

しくない。入社3年目頃まで仕事を「面白

い」と感じたことがある（「常に感じていた」

＋「ときどき感じていた」）のは46．3％，「充

実している」と感じたことがあるのは36．7

％，仕事で「成長している」と感じたことが

あるのは51．7％にとどまったのに対し，「単

調だ」と感じたのは62．4％，「体がきつい」と

感じたのは65．0％，「危険だ」と感じたのは

49．1％，「時間に追われている」と感じたの

は73．0％であった。

（5）辞めたいという悩み

　入社3年目までに会社を辞めたいと真剣に

悩んだ経験があるかという質問に，「ない」

が22．0％，「一度くらいある」が32．3％，「何

回もある」が45．7％だった。また，辞めるの

を思いとどまった理由については，「どこへ
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行っても同じと思った」が44．1％，「いい会

社を見つける自信がなかった」が21．7％で

あった。これらの結果は，現在いる従業員も

離職願望が消えたわけではなく，何らかの

きっかけさえあれば離職の道を選ぶ可能性を

抱えながら在職していることを示している。

（6）辞めたいと悩んだ理由

　辞めたいと悩んだ理由は，「仕事に面白み

がなかった」40．1％，「将来の見通しが持て

なかった」35．3％の2つが，「作業環境が悪

すぎた」24．9％，「夜勤がつらかった」

21．8％，「賃金に不満」20．9％，「残業が多す

ぎた」18．8％，「休日出勤が多すぎた」

16．6％などのいわゆる3Kイメージに属する

理由を，はるかにしのいで多かった。「仕事

に面白味がない」は先に見たような仕事のマ

イナスイメージとつながる。また，「将来の

見通しが持てない」は先にみた班長のイメー

ジの悪さとつながっている。

（7）定着指向の形成とその要因

　今の会社に定年まで勤めたいかそれとも転

職したいかという質問によって勤続意志を尋

ねてみた。「しばらくしたら転職する」「すぐ

にでも転職したい」という答えの合計は，20

歳未満27％，20～24歳20．9％，25～29歳

15．7％，30～34歳5．9％，35～39歳5．6％，

40～44歳2．1％，これに対して，「定年退職ま

で働きたい」「結局はずっと勤めそう」の合

計は20歳未満24％，20～24歳38％，25～29歳

50％，30～34歳68％，35～39歳76％，40～

44歳82％であった。定着指向は25歳頃から増

え始め30歳を境に確定したものになっていく

ようである。

　林の数量化llという多変量解析の手法を用

いて分析した結果，入社3年目までの辞めた

いという悩みをその後に定着指向に変えてい

く鍵を握るのは，次のような要因であった。

（関連の強さ順）①仕事の印象②結婚と住居

の状態③初任職場での疎外度④初任職場での

班長の印象⑤残業の量に対する満足度⑥初任

職場の先輩の印象⑦賃金に対する現在の満足

度⑧初任職場が希望通りだったか⑨ラインの

速度や班の編成人員への満足度⑩昇進，昇格

への現在の満足度

6．魅力ある製造業の職場づくりに

むけての提言

（D　人間関係，コミュニケーションへの配慮

　18～19歳の若年者が学校を卒業し，親元を

離れ，職場に入るということは，ほとんど予

想もつかない未知の世界に入るということで

ある。そういう新しい環境に入るというスト

レスの強い状況を緩和する最低限の配慮が使

用者の側からなされる必要がある。

（2）個人生活への配慮

　個人の生活に自由を与え，そして自分の生

活に責任を持つように方向付けて精神的な独

立を図るためには寮を個室化したり個人生活

への管理を緩和して寮外の生活と変わらない

ような環境を確保することに多くの意味があ

ると考えられる。しかし，寮の外で生活する

ことも若年者にとっては自己を確認するとい

うことで大きな意味があり，離職への動機付

けを弱めることになるので真剣に考慮される

べき点である。

（3）納得のゆく初任配属の実行

　新入社員の希望は必ずしもかなえられない

ということはやむを得ないものではあるにし

てもそれが希望を述べたにも関わらず考慮さ

れなかったという不満につながることが問題
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なのである。どのような基準で初任配属職場

を定めるのかを説明して，新入社員の納得を

得る必要がある。

（4）職業生活適応への充分な時間

　入職後しばらくの間は職業生活への適応

の時期として配慮される必要がある。

　新しい環境で生活するストレスに加え，そ

こに一人前の作業量を要求するとしたなら

ば，彼らには対処しがたい場合も多くあると

思われる。この時期を無事に経過する新入社

員も多いが，早期離職のうちいくつかの事例

ではここに問題があったことを指摘せざるを

えない。この時期に新入社員に与える生産の

現場管理への部分的な参画策を講じる必要が

あるだろう。

　原点に帰ることが許されるならば，提案制

度やQCサークルなど，生産技術者，第一線

監督者，そして現場技能者が協働して課題に

取り組み解決するという風土を再び作りあげ

ることが必要である。

（7）仕事の内部的報酬の改善

　若年者は，仕事・職場・上司・会社から承

認されているということを重要視している。

つまり，「一人のマンパワーではなく，あな

たが必要なのだ一ということが相互に確認で

きることを勧めている。そのためには，第一

負荷については十分に配慮したほうがいい。

（5）監督職のイメージの改善

　若年者は，まだ生涯給与やその他の外部的

報酬にさほど関心が強くない。むしろ，長く

仕事をしている先輩や第一線監督職を自分自

身のモデルと考えられるかということが非常

に重要である。

　提言として言えば「監督職に明るいイメー

ジを持たせるように」ということになる。こ

れは現在の監督職の人々の資質の問題である

と言うよりは，むしろ制度そのものの問題で

ある。監督職への昇進条件や一般職との比率

など単純に言えない問題であるのは明らかで

はあるのだが，現行の監督職へ魅力を感じる

若年者はごく少ないことが確認できる。

（6）仕事の印象の改善

　仕事そのものへの面白さを実感できないと

いうことも若年層がやめたいと悩むことに大

きな影響をおよぼしている。これは，一般の

ライン作業者の技能の巾が狭くなったことも

少なからずあると考えられる。

　技能の幅を広げることが難しいのならば，

線監督者が部下の能力を把握し開発していく

という視点を徹底していくことが必要である。

一人一人についてきちんと，現在における能

力・特性を本人の納得のもとに確定しなくて

はならないだろう。

　従業員一人一人に将来の見通しを持っても

らうためには，少なくとも新入社員が入職後

3年までに，その職場でどのような技能を習

得・習熟することが期待されているのかを明

確にしておく必要がある。一人一人に対して

きめ細かく目標を設定していく必要がでてく

るだろう。現場に人員の面で若干の余裕を持

たせ，現場長の判断できめ細かく技能習得の

計画ができるようにすることだろう。

　長期的に考えた場合には，昇進・昇格を補

ない得る制度を考えなくてはならない。その

ために技能の習熟度をキャリアの中で検定し

ていく制度が考えられるし，実際に導入を始

めた企業もあるようだ。従業員の意識がどの

程度までついてくることができるかは，まだ

不明な点が多いが，だが，試みる価値は十分

にある領域といえる。
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　z．自先

蕊41 寄　稿1

21世紀に向けて

人事革新を迫る諸＝一ズ

7つの政策提言

名古屋市立大学　経済学部　教授

　　　西　田　耕　三

「商品としての人事政策」

　ここで問題にする人事政策は，人事管理の

新しいありかたを探求しようとするさいに，

方向づける機能をはたすものである。

　ところで，人事部門が打ちだすどんな政策

・ 方針・制度・施策でも，それらは企業は人

なりを念頭において，人事管理に対する経営

上のニーズ・要求に応えるべく構築される一

種の「商品」とみることができる。この点で

人事政策は，消費者のニーズに向けた商品と

似たところがある。以下では，このニーズに

重点をおいて述べる。

　なお，以下で述べることは，本年三月に出

版した拙著「クリエイティブ重視の処遇革

新」（注1）以降の新しい考察に重点をおい

ている。紙幅の都合上，同書やそれ以前の拙

著で述べたことを詳述することは避け，それ

を扱った拙著のみを注記するにとどめること

をお許し下さい。

1　創造重視と長期進路多様化への

ニーズ

政策1：創造重視の人材活用と処置（注1）

　この政策へのニーズとしては，以下の二つ

がある．

A．創造の重要化への対応ニーズ

　バブルの崩壊で日本経済の宴は終り，今後

はいろいろな点から厳しい経営環境が続くで

あろう。このことは，企業を発展させていく

うえで創造が重要化することを意味する（注

3）。このことに対応して，日本企業はこれ

までの定常業務を念頭においた組織と人事管

理を，創造という仕事にも向いたものに変え

ていく必要がある。人事管理面では，とくに

人材の活用と処遇のありかたの変革が必要で

あろう。処遇革新は，社員を創造へと方向づ

け，かつ動機づけるために不可欠である（注

2）。

B．ポスト不足への対応ニーズ

　ポスト不足は，とくに低成長時代への移行

以後，日本企業を悩ませてきた問題だった。

企業は当初，ポストをタテにもヨコにも増や

すことで対応しようとした　だが，これは組

織の複雑化により非効率化を招く。そこで組

織を逆に単純化し，人事面では職能資格制度

を導入した。
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　だが，これまた問題がある。というのは管

理職ポストは社員に①ステータスと②魅力的

な活躍の場を与える。しかし職能資格はス

テータスを与えるだけで仕事は与えないから

である。そこで私は，これを補完するため

に，創造タスク申告制度（注1）を提唱する。

この趣旨をよく理解してくれたのは今までの

ところ，残念にも今年3月に物故された樋口

満氏（当時トヨタ自動車の人材開発部長）だ

けである。

政策1：能力成長ルートの複線化

　この政策へのニーズとしては，以下の3つ

がある。

A．ポスト不足への対応ニーズ

　これは，ルート複線化への消極的なニーズ

にすぎない。

B．創造能力を持った人材の出現を促進する

　ニーズ

　創造という仕事の中核をなすのは，新しい

アイデア・知恵の創造である。だがそのため

に必要な能力の形成は，一朝一夕では難しい

（注1，注3）。そこで社員を創造能力の自己

育成へと長期的に方向づけ，かつ動機づけて

いくための新しい成長ルートを必要とする。

C．プロ人材へのニーズ

　これまでの日本企業の人材は，「所属する

特定の会社の専門家」だったかもしれない。

しかし特定の仕事については，アマチュアに

近い存在だったと思われる（注4）。だが，こ

れからの厳しい経営環境のもとでは，会社の

中の多くの仕事において，担当者に　プロ性

（専門性）が要求されるであろう。そこで社

員が長期的視野に立って　プロとしての能力

を身につけていくように方向づけ，かつ動機

づけるための成長ルートが必要である。

複線化の具体的内容

　社員の成長ルートを複線化するためにこれ

まで考えられてきたものは，専門職である。

だが医者や弁護±といった高度な社会的専門

職に匹敵しうる企業内専門職は，ごく限られ

ている。加えて医者などの専門職は高度だと

いっても，定常業務の専門職である（医者に

我流で創造的な治療をやられたら，たまった

ものではない）。ところがこれからの企業で

求められるのは社員の創造性である。

　このことと前述のニーズを考慮にいれる

と，これからの社員の能力成長ルートとして

は，大別して①事業経営職（ラインとスタッ

フ），②顧客創造職（研究開発，営業），③創

造型専門職（前記以外の全ての機能業務領

域）の3つが適切であろう。

　これまでの機能部門の管理職は，②か③に

包摂される。つまり成長ルート設計の軸を，

これまでの部下をもつか否かという軸から，

マネジメント以外の仕事のタイプに注目する

という軸へと転換する。この軸転換は，会社

の発展に対する経営者や管理者の貢献が，こ

れまで過大評価されてきたという認識に立つ

と，妥当かつ必要なことである（注1）。

2．貢献給による処遇へのニーズ

政策皿1：給料を中心とした処遇

　この政策はいいかえれば，従来のようにポ

ストを貢献への報酬とするのでなく，給料の

みを報酬とするということである。この政策

へのニーズは，

A．これから重要化していくプロ人材や「創

　造マン」の貢献にたいして管理職ポストで
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　報いると，かれらが蓄積してきた専門的能

　力がそれ以後活用されなくなる。このこと

　を避けるために必要

B　ポストを報酬とすることの諸弊害（注

　1）を除去し，ポストを純粋な役割とする

　ために必要

C　ポスト不足に対応するために必要

政策IV：付加価値創造への貢献を評価する

A．業績評価を経営目標と関連づける必要性

　の増大

　これまでの評価の最大の問題点は，社員各

人がなした業績への評価が経営目標と関連づ

けてなされていなかったことだと思われる。

このことは，社員各人の仕事が究極には経営

目標の達成のために行われるはずだと考える

と，ひじょうにまずいことである。今後の厳

しい経営環境を考慮にいれると，この現状を

変革する必要性が増大してきたといえる。

　従来の日本企業の経営目標は，①売上を尺

度とする成長の追求と，②一定の売上利益率

の確保だった。これからの日本企業は売上の

成長ではなくて，一人当り付加価値の成長を

追求すべきだと思われる。これを追求してい

くことによって，社員各人の給料レベルは上

昇していき，また資本の活用効率（資本利益

率）も上昇していくからである。

　なお，社員各人が付加価値創造への貢献を

増大させていくのに必要なものは，古典的な

政策皿：能力

成長ルートの

多様化

政策皿：給料

による処遇

政策1：創造重視の活用・処遇

政策VI：個人の意

思と自発性の尊重

政策IV：付加

価値創造への

貢献の評価

政策V：貢献

給中心の給料

政策W：「ゆるい

集団主義」の風土

・ 〔A→B〕は，AのためにBが必要であることをなす

　　　　　　7つの政策の間の関係
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ハードワーク（苦役）ではなくて，アイディ

ア創造という，苦労もあるが，ある意味で楽

しい知的作業である。

B．被評価者の不満と評価者の悩みを解消す

　るというニーズ

　彼らの不満と悩みは，今日の企業で広く見

られる。その大きな原因は，こんにちの人事

考課の制度やしくみがもたらす評価のあいま

いさである。そしてこの原因をさらにさかの

ぼれば，一つには「究極にはなにを評価する

のか」が確定されていなかったことではなか

ろうか。

政策V：給料の実体を貢献給中心とする

　この政策は，給料の形式上の形態ではなく

て，実体に関するものである。日本企業での

これまでの給料の実体は，生活給・年功給・

擬制組織階層給（職能資格制度が前提）ある

いはステータス給（企業が小ステータス社会

であることが前提）という，視点の違いに

よって何れのとらえかたもできるものだった。

　これまで日本企業が人事管理上においてめ

ざしてきた方向は，能力給と業績給へという

方向であった。ここでいう貢献給とは，前述

した付加価値創造への貢献に対して支払う給

料である。この給料コンセプトからみると，

業績給と能力給の違いは，前者が「顕在化し

た貢献」への給料であるのに対して，後者は

「潜在的な貢献能力」に対する給料である。

しかし考えてみると給料の源資は実際に生み

出された付加価値である。だから日本企業が

どのようにして潜在的貢献に対する支払い源

資を捻出していたのかと興味深い。ここでの

政策提言は，給料中の能力給のウェートをで

きるだけ減らしていくのがよいという主張で

ある。

　ところでこれまでの給料実態と貢献給コン

セプトとの間には，大きい距離がある。そこ

でこの政策の実現のためには「軟着陸」への

工夫が必要であり，実現にはかなりの年月が

かかろう。その経過措置としては，生活給と

貢献給をカップルにし，①生活給に対して

は，それに見合う定常業務を割りあて，②創

造に対しては，貢献で報いるというのが，有

効であろう。

　貢献給中心という給料政策へのニーズとし

ては，以下の3つがある。

A．社員の成長進路が実質的に多様化するよ

　うに方向づけ，かつ動機づける必要性

　これまでの給料は上にいくほど高くなるの

で，社員としてはどうしてもマネジャー志向

になってしまう。この現状の変革には，マネ

ジャーになれなくても，彼らを超える給料を

得られる可能性が拓かれなくてはならない。

貢献給はこれを可能にする（注1）。

B．「ペイする給料」へのニーズ

　過去20年間に3回の大不況があった。そL

てそのたびごとに中間管理職やスタッフが

「削減」の対象になった。なぜこんなことが

行われるのかといえば，経営陣が（しばしば

自分たちのことは棚上げにして）「かれらの

給料はペイしていない」と判断するからであ

ろう。「削減施策」が今後繰り返されないよ

うにするためにも，「貢献にみあう給料」へ

の移行が必要である。

C．ハイレベル人材が引抜かれることを回避

　する必要性

　即戦力として「高度なプロ」を求める傾向

は，今後ますます強まるだろう。かれらを吸
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引し，ひきとめるためにも貢献給への移行が　　政策W：個を許容する「ゆるい集団主義」へ

必要である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の風土変革（注1）

3．個人の意思尊重とゆるい集団主

義へのニーズ

政策VI：社員個々人の意思と自発性の尊重

　この政策へのニーズとしては，以下の4つ

がある。

A．重要化する創造という仕事の特性（それ

　自体創造されるべき仕事）への対応のため

　に必要（注1）。

B．社員各人が能力成長進路を自らの意思で

　選択する必要性

　社員の，会社の中での「運命」を社命に

よって決めるのは妥当ではない。

C．貢献給の導入のために必要

　これまでは，同期入社の複数の社員の間に

社業への貢献の点で大きな差があっても，そ

れにふさわしい給料差はつけることはできな

かった。その大きな理由の一つは，①欧米と

違って人を職務にではなく，会社に採用し，

かつ②会社の意思によってかれらを活用した

からだった。①はむしろ望ましいことだが，

②が変革される必要がある。

D．自立型社員の拾頭への適応ニーズ

　欲求階層理論からみて，今日の人々の下層

の欲求は充足され，人々が上層の自立への欲

求を追求する状況にある。したがって精神的

におとなの社員を社命によって動かすという

「子供扱い」する会社は，彼らを吸引し，保

持できないという事態を招くであろう。

一
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　これは政策WへのA，C，　Dのニーズと同

じニーズから求められる．

　ニーズ知覚は必ずしも行動を喚起せず。

　以上で，7つの人事政策について，主とし

てそれらへのニーズ，必要性を述べた。これ

は「本稿を読んでいただく人事担当の方々お

よびトップがこれらの政策の必要性を痛感さ

れないと，実行に移されることはない」と考

えたからである。けれども一般に，必要性の

知覚と変革の実行との間には，かなりの距離

がある。

　そこで以下，残された紙幅を使ってこれら

新しい人事政策が実行されていくかどうかに

ついて考えてみたい。もっともこれらを問題

にする場合，筆者の政策提言の「正しさ」が

まず問題になる。だが，この点については，

筆者が意見を求めた人事担当者の中には「正

論だ」という人はいたが，異論を唱える人は

いなかった。またいずれも大阪にある某中規

模企業（従業員数700人，売上500億円）と某

大企業（前社の倍くらいの規模の一部上場企

業）の経営者（いずれも創業経営者）は「わ

が社をそのような姿にかえたい」という意思

を表明していた。これらは筆者の提言が基本

線で正しいことを示しているのかもしれない。

4．トップの決断へのニーズ

　筆者の提言の「恐ろしい」帰結

　かりに筆者の提言が正しいとしても，これ

らを実行していくことをちゅうちょさせる部

分がある。それは政策NとVである。

　まず政策Nが主張する付加価値創造への貢



献の評価は，一見すると技術的にひじょうに

難しいように思えるだろう。だが筆者は最

近，前記中堅企業からの依頼による試考を通

じて「各人の貢献を定量的に細かくとらえる

ことは不可能でも，定性的分析を徹底すれ

ば，かなりの程度まではつかめる」という確

信を深めた。

　トライしないで「難しい」というのでは，

たんなる逃げ口上にすぎない。

　しかし，実行への決断をちゅうちょさせる

のは，むしろ政策Wと政策Vの「合併帰結」

である。つまりこれら政策を合わせると「社

員各人（トップを含む）の付加値創造額を把

握し，これにもとついて給料を決定する」と

なる。すると一般社員の中から大きな創造に

チャレンジする人びとが現れた場合，給料の

点で「下克上」が生じうる（注1）。

　こういうことが起こる確率が高いのは，一

般社員の中でもとくに研究開発担当者，つい

で営業担当者である。その一つの理由は，こ

の人たちは付加価値創造に直接に貢献してい

るのにたいして，経営者や管理者の貢献は間

接的だからである。

　もう1つの理由は，経営者や管理者の見か

け上の貢献には「会社要因」もかなり寄与し

ているのに対して，特に研究開発担当者の場

合，「個人要因」の寄与が大きい場合がある

ことである（注1）。

　決断回避が発展停滞のリスクをもたらす

　筆者はこれまでのところ，人事革新への実

行意欲の点では人事担当者の反応には失望し

ている（もっとも今彼らは多忙すぎるのだ

が…）。社員の代表である労働組合にも現状

では期待できない。中高年層，中間管理者層

の中にも，現状に安住したい人は多いだろう。

　そこで期待をかけたいのは，トップが決断

し政策推進担当者をサポートすることである。

　もし人事革新がなされなければ，やる気の

ある社員が創造にチャレンジして成果をあげ

ても報われないことになる。すると，挑戦は

なされなくなり，会社は活力を失い，衰退し

ていくかもしれない。これが，決断回避が生

みだす大きなオポチュニティーロスである。

　改革への決断には，うまくいくかどうかわ

からないというリスクをともなう。そうかと

いって決断回避もまた，前述のようになるリ

スクを生み出す。このようにみるとリスクは

避けられず，問題はいずれのリスクテイクを

行なうかということでもある。

　ところで筆者は「このような決断は創業経

営者でないと無理だ」という声もきいた。そ

うだとするとこれからは，この決断回避が，

スピリットの点でトップまでサラリーマン化

した大企業を沈滞させる新しいメカニズムに

なるのだろう。

　なお，本稿で述べたアイディアの創造に

は，財団法人高橋産業経済研究財団からの研

究費助成が寄与したことを記し感謝に代えま

す。

　　　　　　　　　【中部産政研　研究員】

拙　著

　注1

注2

注3

注4

「クリエーティブ重視の処遇革新」

　　　　　　　　　ダイヤモンド社

「トヨタの組織革新を考える一1

　　　　　　　　　産能大学出版部

「創造体質への企業変革」

　　　　　　　　　東洋経済新報社

「日本的経営と人材」　講談社（新書）
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－：　sgsaj］

労働組合の役割と

　　21世紀型労使関係を

　　　　　　　　　　　　　　　　　考える

南山大学　経営学部　教授

　藤　原　道　夫

1．はじめに

　ζれからの労働組合の役割と将来の労使関

係を考えるのが本稿の目的である。産業や企

業によって差はあるにしても，戦後の日本で

形成され発展してきた労働組合の役割や労使

関係の様相が，全体としてこれから変化して

いくのか，あるいは現在のものを微調整しつ

つ機能していくことになるのかということが

大きな問題になるだろう。つまり，現在から

将来をみた時に連続的な発展が続いていくの

かあるいは段階的な変化が生じるのかという

ことである。

　現在が変わり目にあると考えるのか，それ

とも変わり目ではなく過去の構造が維持され

続けていると考えるのかという歴史観の問題

でもある。私の印象は変わり目であるかもし

れないというものであるが，変わり目の先は

どうなるのかということについては未だ見通

せてはいない。戦後の経済復興と高度経済成

長期を通じて展開してきた労働組合の役割が

根本的に変化するとするならば，それは企業

外ではより社会的国民的な課題について発言

する労働組合であり，企業内においては労使

協調とは異なる方向を持つものであることに

なる。しかし，企業内において労使協調的で

ない労働組合が多数になるのを想定するのは

余りに空想的だろう。

　現在，労働組合全般にとって何が問題であ

るのか，高度経済成長期には最良の選択だっ

た組合の機能がどの点で不全症状を示す可能

性があるのかという点について議論を進める

のが適当だろう。

2，環境変化と労働組合

　　オイルショック以降の労使を取り巻く環境

　の変化は広範囲でしかも激しいものだったr．

　事例としては高齢化，技術進歩（ME化），労

　働市場の流動化，女性の職場進出，勤労者の

　価値観の変化，組合組織率の低下，国際化，

　労働時門短縮をはじめとして多岐にわたる。

　数多くの調査研究が行われてきたし，労使共

　にいろいろなレベルで政策提言を行ってきて

　おり実行している。

　　これだけ数多くの環境変化を示す事柄があ

　るにもかかわらず，労働組合の役割について
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変化の兆候はない。経営者が人事労務管理に

おいて根本的な変化を認識していないよう

に，労働組合も環境変化に対する対応を新し

い政策立案の考え方に基づいて行っているわ

けではない。つまり，従来から存在している

政策立案スタンスを見直すことをせずに，そ

の延長上で行ってきたのである。組合運動の

理念や二律背反する価値観（雇用か賃金か，

平等か実力重視力㍉現状の変革か維持かな

ど）の選択について変化させようという決断

を伴うことなく，以前に存在していたものを

そのまま継続させてきた（注1）。

　環境変化があるから政策立案スタンスを変

更させるべきだということにはならない。だ

が，逆にいえば現在までの政策立案スタンス

がどこまで有効なのかという判断の基準は必

要なのであろう。いままでの政策立案に対す

る態度でいいのか否かについての指標は「理

念的」状態であるのならば，代案は少数派に

あるわけだから労働組合役員の選挙が指標と

なる。しかし，労使関係論の母国であるUSA

においてもこのような組合は希有である。

　そうであるのならば，「労務管理主導型労

使関係」（津田眞徴教授）の日本では経営者

が人事労務管理制度の設計・運用を通じて判

断の基準を示し，労働組合がその基準の設定

の過程に意見を反映させたりあるいは代案を

出すということで判断の基準が設定されるこ

とになる。だが，実際にはそのような事例は

少ない。

　さて，少なくとも確認しておくべきこと

は，戦後の混乱期を清算する時には労使双方

多大の努力を行い政策立案スタンスを，確認

したということである。

3．キー・ワードの食い違い

　必ずしも多数の人々の同意を得ることはで

きないが，私は全般的に見ると過去20年間の

人事労務管理制度や人事労務管理思想は大き

な変化をしたと考えている。これが単なる変

化ではなく，もしも混乱であるとしたならば

労使関係への影響は多大なものだろう。

　高度成長期の労使関係のキー・ワードは次

のものだったろう。まず，戦後の混乱期の経

験から雇用保証を暗示的に行うことの重要性

を共通に認識していた。一端，雇用保証を不

確定なものにしたならば「パンドラの箱」を

開けることになるというのはこの時期に労使

関係の正常化に努力した人々の共通の認識

だった。次に重要なのは，フレキシブルな人

員配置すなわち大幅な人事権を経営者が持つ

代わりに身分差別・職種別人事を行わず従業

員を平等に考えることであり，また組合を職

員・工員の一貫組織とすることだった。同時

に労働組合の職場組織を重視し，職場の管理

においては個人ごとに予算目標を展開せず集

団主義を醸成するということも行われたeこ

れらのことが可能になったのはパイを増大す

ることを労使共通の目的にできたからである。

　オイル・ショック後のこの20年間のキー・

ワードは，それ以前とは異なっている。一つ

は労働市場の流動化に表れるようにパートや

アルバイトが良質の労働力として大量に参入

し，正社員についてみても出向や転籍で企業

グループ内で移動を始めたことである。ま

た，流動化と同時に女性の進出が顕著になり

さらに専門職への外国人の進出も見られ始め

た。
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　つまり，労働組合の組織を考えると正規入

社・中途入社の男性（および形式的には女

性）のみならず，女性・非常用従業員・障害

者・外国人・出向者と組織の外枠が増えたこ

とになる。しかし実際には正規・中途入社の

男性中心の組合活動から離陸するのはかなり

困難である。組織化可能な範囲が広がっても

組合の機能についての見直しはなかなか進め

づらいものであるようだ。

　つぎのキー・ワードは個別化である。従業

員（組合員）個人のニーズにあった人事労務

管理制度（注2）ということで，個人別の管

理や複線型の人事制度が導入された。個別化

を放置すると集団を作る基盤が失われやすい。

個別の管理をチェックするルールを作成すれ

ば手続きの面で組合の存在価値が生じてくる

が手続きの面でそこまで組合が立ち入ること

ができるかどうかとは，苦情処理制度を実際

に運用できるか否かということで判定されざ

るを得ない。個別化をしても苦情処理制度が

機能しているという報告もあるが，苦情処理

制度の実際を考えるとやや疑問も残る．

　さて，もっとも重要なものは労使間の信頼

関係である。労働組合と経営者の信頼関係で

もあり，一人一人の従業員と経営者との信頼

関係でもある。この信頼関係の基盤は何に

よって保証されるのだろうか。信頼関係の基

盤は，たとえば雇用保証については経営者は

ぎりぎりまで維持しようとするという見通し

であるだろうし，労働組合は生産性を維持す

るためにぎりぎりまで協力してくれるだろう

という確信であろう。

4．基本を見直す

現在の人事労務管理について経営管理の基

本を維持しているのかという疑問を提出する

のならば，労使関係については職場組織や職

場レベルのコミュニケーションは確保されて

いるのかという疑問を提出しなくてはならな

し・。

　労働組合リーダーのなり手が少なかったり

組合イメージが明るいものではないという指

摘はいろいろされてきた。それでもやはり労

働組合は必要であるという考えが多くまた労

働組合のやるべきことは多いという考えが主

流である（注3）。言い替えれば，高度成長期

に労働組合の基本であったことがなおざりに

されている側面はやはりあるのではないだろ

うか。職場組織を重視し，職場とのコミュニ

ケーションを重視し，組合員が不安を感じた

り不満を覚えることに向かっていく態度がな

くなっているのではないか。新しい組合運動

と言われていることの大半は過去の経験の再

確認なのである（注4）。

5．まとめ

　これからの労働組合運動を考える上で二つ

の大きな問題がある。一つは，組織範囲が広

がることの帰結として組合の中で「利害対

立」が強まるということである。男性と女

性，若年者と中高年者，異なる「職種間」，日

本人と外国人，人並以上の働きぶりの人々と

そうでない人々の間で利害の対立は強まらざ

るを得ない。さまざまな利害対立を調整する

原則を確立するのが急務であろう。

　第二に調整の原則としての公正・公平さに

ついて合意が必ずしも得られていない。r働

きぶりに応じる」といっても，誰がどのよう

にどの期間について判定し苦情の申し立ては

どうするかということについては，多くの場
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合未定である。すなわち，公正さ・公平さの

基本にある正義について立ち入った議論がま

だ行われてはいない。この点について明確に

する必要性が，パイが増大しない社会では特

に重要になってくるだろう。

　　　　　　　　　　【中部産政研　研究員】

注）

1．藤原道夫「環境変化と労働組合の対応」日本

　経営教育学会r経営教育年報』第9号（1990
　年），PP．108－112，

2．たとえぽ，倉田良樹「序各論の課題」津田眞

　徴編著『人事労務管理』ミネルヴァ書房，1993

　年，PP．75－82．

3．剛中部生産性本部『「新しい労使関係を探る1

　勤労者意識調査報告』平成3年3月

4．㈲日本生産性本部rニュー・ユニオンとUI

　運動』（ニューユニオニズム研究会報告書）

　1992年1月
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中部産政研に期待する

名古屋大学　経済学部　助教授

　　荒　山　裕　行

　中部産政研は，「我国の良好な労使関係の

形成と国民経済への寄与」を目的とし設立さ

れ早くも5周年を迎えた。この間，理事長は

じめ事務局の方々がこの設立目的に沿った活

動を積極的に進められ多大な成果をあげてこ

られたご努力に大いに敬服させられる。

　財団設立5周年を機に事務局から要請をい

ただいたので，将来に向けて中部産政研のめ

ざすべき方向について，研究員の一人として

日頃考えていることを述べさせていただく。

　私自身は，産政研が労使に係るスタンダー

ドな情報発信を行う能力のある新しいタイプ

の調査・研究・教育組織になりうると考えて

いる。

　「労使関係」とは，本来的には集団または

組織としての労働者・使用者間の関係をさす。

企業が組織体であることには現在でも何の変

化もないが，このところ労働者の側の「個

人」としての側面が強調されるようになって

きた。しかし，「みんなで渡れば恐くない」式

のやり方に慣れ親しんできたわれわれは，残

念ながら「個人」としての行動にも「個人」

の扱いにも十分慣れているとはいいがたい。

このため，現在は労使ともにこの「個人」の

あり方・扱い方をめぐっていわば暗中模索状

態にある。いいかえれば，「個人的」性格を強

めた労働者対使用者のあり方についての新し

くかつスタンダードな認識が今必要とされて

いる。

　しかし，この西洋的発想をルーツとする

「個人」が日本的な土壌ではかえって盲点と

なり，集団または組織としての労使関係から

はどうしても進むべき方向をつかみかねてい

るかのように見える。そこで，研究機能を持

つ産政研のようなタイプの組織こそが，例え

ば，「個人」が主役となる時間的ゆとりに結

びつく時短推進のためのスタンダードな認識

づくりに一役かえるのではないかと考える。

1，ゆとりをもたらさなかった「時短」

　日本においても「時短」は着実に進んでい

る。1960年頃の年間労働時間は，実に2，400

時間ほどであったので，数字の上ではその後

の30年間に日本でもそれなりの時短が進めら

れたことになる。しかし，どれだけの人が60

年当時に比べて時間にゆとりができたと感じ
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ているだろうか。もしも，30年前を「のんび

りした」時代であったと感じるなら，労働時

間の減少とは裏腹にわれわれは「時間的ゆと

り」を失ったことになる。

　この事態を逆説的な説明する理由として三

つほど指摘できよう。まず第一に，技術進歩

や資本の蓄積が労働の生産性を伸ぽし，その

成果の配分に見合う賃金の増加が耐久消費財

の購入を大幅に増やしたことがその一因であ

る。例えば，テレビは見るのに時間が必要だ

し，自家用車は維持管理の時間が馬鹿になら

ない。テレビも自家用車も生活を豊かにする

反面，大いに自分の時間を消費することとな

る。

　サービス部門における労働の生産性の伸び

が工業部門のそれに比べてはるかに遅い。そ

の結果，労働集約的な「サービス」の値段の

伸びは賃金の伸びを上回り，このためおいそ

れと「サービス」を買えなくなったことが，

第二の原因である。テレビは代わって人に見

てもらうわけにはいかないが，自家用車の管

理は人に頼むことができる。それなら，増え

た所得の一部を維持管理サービスを買うのに

使えばいいようであるが，そう上手くいかず

実際には多くのことを自分でやるハメになる。

　第三として，女性の職場進出が進んだこと

があげられる。家計としての所得増と引換え

に家庭内の時間的余裕が失なわれていること

は否めない。

　所得や富の増加で豊かでゆとりある生活を

実現してくれると安易に考えたことがこの結

果をもたらした。

2．「個人の尊重」

宮沢内閣の新経済計画である「生活大国5

力年計画一地域社会との共存をめざして一」

が昨年6月に策定された。この「生活大国5

力年計画」では，「生活大国」への変革の鍵の

ひとつとして「個人の尊重」が重要視されて

いる。ここで言う「個人の尊重」とはどのよ

うなものであろうか。

　国民所得の増加に伴い，物質的な消費面で

は豊かになったものの，長い労働時間，高い

物価，住宅・社会資本の整備の立ち遅れ等の

ために，経済社会全体の豊かさと，豊かさに

対する個人の実感に乖離があることを認識し

た上で，新経済計画では個人が豊かさとゆと

りを実感できるようにすることが主要目的の

一つに掲げられた。この目的を実現するため

に，①効率だけでなく社会的公正を重視する

こと，②生産者中心の視点から生活者・消費

者の視点の重視へ転換すること，③政府が生

活大国への改革の環境を整備すること，④個

人や企業は意識を変革すること，などが求め

られている。

　そこで，新経済計画には，①96年までに年

間総労働時間1，800時間を達成する，②平均

年収の5倍程度を目標に良質な住宅の取得を

可能にする，③社会資本の整備を図る，④国

際的に調和のとれた制度やルールを確立し対

外均衡を図る，⑤環境と調和した内需主導型

経済構造の定着を図る，などさまざまな目標

が織り込まれた。新経済計画は「成長の質」

を重視し，ゆとり実現のための「個人の尊

重」の立場を具体的にするなど，労働時間短

縮のための制度の充実および条件整備などに

関し，かなり立ち入った内容を持つものと

なっている。

　新経済計画における「個人の尊重」は，こ

のような「役割」を受け持つ。新経済計画で
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は，高度な生活水準の実現のために，国，企

業のレベルに加え，各個人のレベルでも積極

的に施策を講ずる必要があることが明確に指

摘され，従来にはあまり見られなかった個人

の立場がさまざまな局面で具体的に経済計画

の中に盛り込まれている。

　「経済大国」で主役をつとめた企業がなし

えなかった「国民ひとりひとりが豊かさを実

感できる社会」の実現にむけて，「生活大国」

では個人が主役を努めることが強く期待され

ている。少しばかりの善意解釈をすれば，所

得や富の増加がゆとりを実現してくれるとい

う安易な考えから一歩進んで，はじめてゆと

りを実感するための個人としての責務が問わ

れはじめたかに見える。

3．「認識」が必要

　低い有給休暇の消化率や依然として残る

サービス残業の存在は，職場における無用な

気がねや周囲の圧力などが休暇の取得を妨げ

たり，時短に必要な生産性の十分な向上を伴

わない所定内労働時間の削減はかえってサー

ビス残業や仕事の持ち帰りを助長する結果と

なることを示している。

　それではどうすればゆとりが実現できるの

だろう。時間的ゆとりが欲しければ，各個人

が直接的に時間的ゆとりを作り出す努力をす

る以外に方法はない。制度的に時短が進めら

れるのを待っていたのでは結局いたちごっこ

で，時間的ゆとりも，豊かさを感じることの

できる生活も実現しない。

　このことに各人が気がつきその認識にたっ

て行動できるような社会的基盤を整備するこ

とが，「個人の尊重」という象徴的な表現で

求められている。

4．産政研に期待する

　時短をミクロの立場からみると，時短の推

進は常に労使の利害が対立する。いうまでも

なく，働く者にとっては受け取る給料が同じ

なら労働時間は短い方が良いし，企業にとっ

ても支払う給料が同じなら労働時間は長い方

がよい。加えて，働く者どうしや企業間の利

害対立もある。有給休暇の消化にあまり積極

的になると同僚にそのしわ寄せがおよんだり

上司からの評価を落とす心配があるし，一方

的に時短を進めると労働コストが上昇し企業

としての競争力が低下する懸念がある。

　一方，マクnの立場から時短をながめる

と，この時短をめぐる労使の対立関係に協調

の可能性が見えはじめる。先進工業国のなか

で群を抜いて長い労働時間は，多くの外国企

業に「不公正」と受けとめられている。長労

働時間の結果労働コストが低く，このため日

本製品の国際競争力が高くなり日本の貿易収

支黒字が大きくなるとの批判を生んでいる．

このため，日本企業全体としては早急に労働

時間を国際的に受け入れられる「適正水準」

に引き下げる必要がある。事実，このような

「外圧」は日本の時短を進める一つのきっか

けとなった。

　一方，一言ではいい表せないが，働く者の

感ずるマクロ的な矛盾も相当に大きい。バブ

ルによる景気加熱と趨勢的人手不足と相まっ

て空前の忙しさを経験したが，代償は，払っ

た犠牲に比べて少なかった。

　しかしながら生産者中心の視点から生活者

・ 消費者の視点の重視へ転換すること，個人

や企業は意識を変革すること，などといわれ

ても，実際の職場環境にあって個人や企業は
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何ができるのだうか。

　究極の結果は，高い生産性の伸びに裏付け

られた「個人の尊重」の上に立った時短を推

進すること。外国企業も高い生産性そのもの

を「不公正」と批判することはできないし，

所得が伸び時短が進めば一方的な貿易収支の

黒字も解消する。

　このような時短をどのように進めていくの

かが今後の課題であるが，企業にも労働組合

もましてや個人もこれを単独で進めることは

できない。時短の持つマクn的な意味あいを

十分に踏まえたうえで，従来の労使の枠組み

に「個人の尊重」を織り込む必要がある。こ

のためのスタンダードな認識づくりにおける

産政研の研究機能・教育組織が大いに役立つ

と期待される。

　　　　　　　　　【中部産政研　研究員】
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　弊財団の5年間の活動を年表と写真で

まとめてみました
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　　Po

一ク± 地域経済レポート

　　　地場産業

愛知県商工部技監兼工業振興課長

　　　山　田　政　行

1．はじめに

　愛知県は恵まれた自然を背景に堅実で進取

の気性に富んだ起業家，技能者を輩出してき

たことから歴史的にも多種・多様な「地場産

業」が県内の各地に興り，発展し，現在のモ

ノ造り口本一の愛知を形成するにいたってい

ます。

　では，「地場産業」とは一体なんでしょう

か。

　広辞苑によると「特定の自然物，歴史的条

件を持つ土地において，地元資本の労働力に

より，広い市場を対象として特産品を製造す

る産業。瀬戸の陶磁器，今治のタオルなど」

とあります。大広辞苑に愛知県の瀬戸の陶磁

器が例として引いてあるのは誇らしいもので

ありますが，行政は，もう少し具体的に定義

しています。昭和55年度に通商産業省（中小

企業庁）が示した概念とそれをもとに作成し

た県の基準を表1に掲げでみます。

　現在はこの基準をもとに，各施策に応じて

柔軟に「地場産業」をとらえています。

　「地場産業」は，地域経済の担い手とし

【表1】地場産業振興対策において

　　　中小企業庁が示した概念（55年度）

①地元資本をベースとする中小企業が一定

　の地域（概ね県内）に集積しつつ，

②　地域内に産出する物産等を主原料として，

　又は蓄積された（技術，労働力，資本等）

　経営資源を活用して他地域から原材料を移

　入し，

③これらを加工し，

④その製品の販路として，地域内需要のみ

　ならず地域外需要をも指向する産業をいう。

（例）陶磁器・繊維産業振興事業における「地

　　場産業」概念

同上中小企業庁の概念に基づく

　　　　実態調査時の県の基準

①　集積度

　県地方計画の地域区分のいずれかの地域に

30事業所以上あり，そのうち中核となる市町

村で10事業所以上の集積があること。

（県地方計画の地域区分は，尾張地域，西三

　河地域，東三河地域の3区分）

②　供給量

　年間出荷額が県下で10億円程度以上あり，

その市場が全国又は輸出となっているもの。

③　シェア

　県内出荷額が全国の5％以上を占めている
もの。

（例）地場産業総合振興事業における「地場産

　　業」概念
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て，地域の人々にはいわばあたりまえの存在

ですが，それだけ各地域の人々になじんだ身

近なものとして様々な顔を持っているといえ

ます。そして実に重要な経済的役割を果たし

ています。地場産業が栄えれば，関連産業も

栄え，地域の労働者の所得が上がり，地域の

購買力が向上しますので，周辺産業に与える

影響はいわずもがなです。すなわち地域循環

的な経済構造をしているといえ，数字に現れ

る単純な生産額だけではかることのできない

効果があるといえるのです。この地場産業の

現状について，以下述べることにします。

2．地場産業の現状

　地場産業にどういった業種が含まれるかと

いいますと，愛知県は平成元年度に愛知県新

地場産業振興ビジョンを策定し46業種を指定

しています（表2）。

【表2】

〔食料品〕

1
2
3
凋
4
F
O
ρ
0
7

野菜漬物製造業

みそ製造業

しょうゆ製造業

米菓製造業

愛知県の地場産業業種一覧表

　　　　　　　26　木製家具製造業

　　　　　　　27　宗教用具製造業（仏壇）

　　　　　　　28　建具製造業

　　　　　　　29すだれ製造業

　　　　　　　30額縁製造業

生菓子製造業（その他菓子を含む）

清酒製造業

めん類製造業

〔繊維工業〕

8　毛紡績業

9　和紡績業

10　ねん糸製造業

11　綿・スフ織物業

12毛織物業
13　丸編ニット生地・同製品製造業

15　くつ下製造業

16　作業用手袋製造業

17　織物染色業

18　織物手加工染色整理業（紋染）

19　織物手加工染色整理業（友禅・小紋・紋付）

20糸染色業

21網製造業
22　漁網製造業

23　組ひも製造業

〔衣服身回品〕

24　既製服製造業

〔木材同製品〕

25　普通合板製造業

〔家具装備品〕

〔紙同製品〕

31紙器製造業
〔プラスチック〕

32　工業用プラスチック製品製造業

33その他プラスチック製品製造業

　（日用品雑貨）

〔皮革同製品〕

34　くつ製造業

35　かぽん製造業

〔窯業土石製品〕

36　粘±瓦製造業

37陶管製造業
38　食卓用・ちゅう房用陶磁器製造業

39　陶磁器製置物製造業

40　陶磁器製タイル製造業

41石工品製造業

42　七宝製品製造業

〔鉄鋼業〕

43　　銑鉄鋳物製造業

〔その他〕

44毛筆製造業

45　節句人形製造業

46　弦楽器製造業
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今回はこの中から主なもの5業種を選びで

きるだけ具体的にお知らせしたいと思います。

q）陶磁器産業

　本県は，良質の粘土などの陶土資源に恵ま

れ，平安時代から陶磁器生産が盛んで，いわ

ゆる日本六古窯（瀬戸，常滑，信楽，越前，

丹波，備前）のうち2窯をもっています。ま

た，「常滑焼」と瀬戸焼のうち「赤津焼」は，

「伝統的工芸品産業の振興に関する法律」に

基づく　「伝統的工芸品」に指定されています。

　しかも本県の場合は，伝統的な和飲食器だ

けでなく，洋飲食器，玩具・置物（ノベル

ティ）といった輸出型陶磁器，内装・外装用

タイル，瓦，陶管などの建設用陶磁器，碍子

などの電気用品と，幅広い製品を生産する我

が国最大の陶磁器総合産地であります。

　特に瀬戸地区の陶磁器は，古くから「せと

もの」として有名ですが，この地区では現

在，和洋飲食器，ノベルティ，電磁器，タイ

ル等を主力製品としています。ことに，ノベ

ルティは製造品出荷額160億円J全国シェア

で38．6％を占め全国第一位となっています

（平成2年工業統計）。

　しかしながら，最近の景況をみますと厳し

いものがあります。本県陶磁器の平成4年の

生産数量は64万トンで前年比14．6％減，販売

金額は2，210億円で，前年比6．9％減となって

います。（生産動態統計）

　これは，円高によって輸出向け製品の価格

競争力が低下したことと，内需においても景

気低迷や低調な個人消費を背景として需要が

不振だったことなどにより，受注が減少した

ことによります。

　今後は，これまで蓄積した技術のうえに，

新技術の導入による新素材の開発や生産シス

テムの近代化を進め，高付加価値商品を製造

して競争力を強化したり，新規の異分野への

進出を積極的に進める必要があります。先端

技術のファインセラミックス分野に進出して

成功を収めたのはよい例と言えます。

　また，人材確保のため職場環境の改善や機

械化による省力化が課題といえます。

ノベルティの例

（2）繊維産業

　本県の繊維産業は全国1の生産量を誇り，

「繊維王国愛知」という名にふさわしく，本

県産業発展の牽引車の役割を果たしてきてい

ます。戦前は我が国の基幹産業として，ま

た，戦後の復興期から高度成長期にかけては

輸出産業の主役として君臨し，現在もなお重

要な地場産業として地域経済に大きく貢献し

ています。

　本県の繊維産業の特徴は，多種多様な繊維

関連産業が集積していることです。紡績から

織物，ニット，染色整理などのテキスタイル

産業から，紳士服，婦人子供服などのアパレ

ル産業や，これら各業種間を取り持つ繊維製

品卸売業などが集まって，我が国における一

大繊維製品生産・流通基地を形成しています。

　しかし，昭和60年の円高以降，NIES諸国
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を中心に急速に輸入品が増大し，平成2年に

は，繊維全体の輸入は154億ドル，特に製品

輸入は127億ドルで，昭和60年に比べ3．3倍の

伸びとなっています。

【表3】

（億ドル）

200

150

100

50

繊維の輸出入の推移

輸人計

製品輸入

写み一一一一一一一一一一一一輸出計

、’、
原料輸入

85　　　86　　　87　　　88　　　89　　　90（年）

　　　　　　資料：大蔵省（貿易統計）

　平成2年の製造品出荷額等は，1兆4，398

億円（平成2年工業統計表　4人以上の事務

所）で全国シェア第一位となっていますが，

昭和60年の製造品出荷額等は1兆6，635億円

で伸び悩みとなっています。また，平成4年

の貿易実績は輸出が86億ドル，輸入は173憶

ドルで輸入超過は87億ドルにいたっています。

　こうした状況下では，輸入品との競争に勝

つというよりは，むしろ輸入品との棲み分け

を進める必要があります。そのためデザイン

開発力の強化を積極的に進め，製品の高付加

価値化を図って人材確保のためにも業界のイ

メージアップを行っていくことが重要です。

殊に「ゆとりと豊かさ」の実現が求められる

最近のライフスタイルのなかで消費者のニー

ズにあった商品を創っていくこと，また高度

な機能を持つ産業資材を供給するハイテク資

材産業として成長することで今後の発展が期

待されています。

（3）プラスチック産業

　本県のプラスチック製品製造業は，名古屋

圏という大消費地と交通利便に恵まれたこ

と，輸送用機器産業という大口需要家産業を

有したことなどにより，戦後飛躍的に発展を

とげ，製造品出荷額等は昭和55年から連続し

て全国第一位の地位を占めるにいたっており

ます。しかし，順調に伸びてきた業界も，平

成4年の生産状況は，生産数量は，50万7千

トンで前年比2．7％減，販売額では6，019億円

と同1．2％減となっており，景気低迷の影響

をうけています。（愛知県生産動態統計調査）

　これは強大な輸送機器産業を背景として部

品などの関連産業などとして成長を遂げてき

た業界が，親企業である輸送機器産業の不振

の影響を受けたものの，すでにこれ以外にも

日用品雑貨・電気機器部品・フィルムシート

など多種多様な製品づくりに幅が広がってお

り，全体的には比較的景気悪化の影響をうけ

なかったため，落ち込みは小さく保たれてい

ます。

　現在，プラスチック製品製造業界では，国

際化，従業員の高齢化，経済のソフト化など

に対応していくため，生産性，技術力の向

上，製品の高付加価値化，新商品開発，人材

養成など業界の体質強化を図ることが課題と

され，様々な方策が行われています。

　なかでも，人材養成に関しては，公共職業

訓練校における在職技能労働者訓練のほか，

職業能力開発促進法に基づく技能検定制度，

愛知県職業能力開発協会の事業内職業訓練バ

ンクによる指導員の登録，紹介制度などが行
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われています。

　また，プラスチックは廃棄物処理の問題か

らリサイクルへの課題が生じるなど新たな局

面を見せています。順調に伸びてきた業界の

一大転機として一つ一つの課題に取り組んで

いくことが必要となっています。

華　＿》

認

審噸

寒

繋
　　　　　　蜘mh、
プラスチック製品の例

（4）食品産業

　「平成3年愛知の工業」によると本県の食

料品製造業の製造品出荷額等はL6兆円で，

全製造品出荷額等の4．1％を占めています。

また，従業者数で見ると，5．7万人で全製造

業従業者数の6．3％を占め，いずれも本県の

製造業種の第6位になり，一大産業をなして

います。

　また，「平成2年工業統計」によると本県

は，菓子（飴菓子，ビスケット　出荷額全国

第1位），豆腐（同第3位），味噌（同第2

位）などの有数な生産地といえます。

　食料品産業は，原料が基本的には農水産物

や畜産物であること，食に対する消費者ニー

ズが多様であること，食料品は日常購入品で

あることなどの性格から，産業構造について

は，業種の多様化や中小企業と大企業の併存

が挙げられ，また，企業経営面では，他の産

業に比べ景気動向に比較的左右されにくい特

徴をもっています。

　しかし，最近の食生活は，グルメ志向に代

表される高級化という傾向と，反対にレトル

ト食品に代表される簡便化といった消費者

ニーズの2極化に対応する必要が生じてお

り，消費者ニーズの把握，新技術の導入など

による高付加価値商品の提供，流通戦略，経

営の近代化が課題となっており，地場産業共

通の問題を抱えているといえます。

（5）銑鉄鋳物産業

　鋳物は，我が国では銅剣，銅鉾，銅鐸にみ

られるように弥生時代からは独特の技術があ

り，古い歴史があります。本県では岡崎の菅

生で鋳物を開始したのが発祥とされ，名古

屋，碧南，西尾などで盛んに生産されるよう

になり，とくに第2次世界大戦後は，自動車

や機械産業等の飛躍的な成長に支えられて大

きく発展し，県内銑鉄鋳物の生産金額は，2，

265億円で全国の26．2％（平成2年度工業統

計）を占あ，全国第一位となっています。

　しかし，県内の銑鉄鋳物の平成4年の年間

生産額は，2，168億円で，前年比7．3％（170億

円）の減少となりました。これは品目別生産

額が，自動車用L548億円で全体の71．4％を

占めていることからわかるように，主力ユー

ザーの自動車や機械関連の不振の影響を受け

て受注が減少しているからです。

　今年は，国の新総合経済対策などから水道

関連にはプラス材料がありそうですが，今の

ところ自動車・機械関連は低調な業況となっ

ています。

　業界の特徴は，受注生産形態が一般的で，
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多品種少量生産型であり，また素材供給者と

して需要地隣接型ですので，ユーザー側の景

気変動の波を常に増幅して受ける傾向にあり

ます。また，生産形態については中小規模が

多く　労働集約型産業の性格が強いといえ，

従業員の高齢化が目立つといえます。

　このため，労働時間の短縮や職場環境の改

S　生産性の向上などといった課題に緊急に

取り組む必要があるといえます。

【表4】

　銑鉄鋳物の品目別生産金額（平成4年）

資料：愛知県「生産動態統計1

いるそうです。

　地場産業は，今，国際化や，経済のソフト

化，あるいは個人のニーズの多様化などに対

応して変貌しつつあります。

　本県ではこうした状況に対応して平成元年

度に21世紀をめざした地場産業の振興ビジョ

ンを作成し，それをもとに新商品の開発やデ

ザインの高度化などに対する補助金の交付

や，地域活性化の計画作りを行っています。

また，これらの事業に対して低利の融資制度

を設けています。さらに，地場産業全体の問

題であります人材確保のため，労働時間の短

縮や快適な職場作りに向けて補助金，融資な

どの支援措置を用意しております。

　今後も地場産業は時々の変化に応じ，様々

な姿を私たちに呈示していくことと思います。

そこに地域の人々の逞しさを見る気がいたし

ますし，また未来へ向けて地場産業を引き継

いでいくことは私たちの責務であるともいえ

ます。この責務を果たすため行政は業界と一

層力を合わせ，協力して地域の活性化や産業

の育成に取組み，地方の花を大きく開かせて

いきたいと考えております。

3．おわりに
〔筆者紹介〕…山田　政行（やまだ　まさゆき）

　最近テレビのコマーシャルで植木等さんと

谷啓さんが高浜・碧南地域の特産品である三

州瓦の宣伝をしています。全国の電波でしか

も放送時間帯がゴールデンタイムであるだけ

に，ともするとマイナーになりがちな地場産

業のイメージからすると目新しい感じがいた

します。画期的といってもいいかもしれませ

ん。

　また，福井県鯖江市の眼鏡フレーム製造業

は，日本国内よりも海外でその名を知られて

主な経歴

　1935年　愛知県稲沢市生まれ

　1960年　岐阜大学工学部専攻科終了

　同年　　愛知県奉職

　1990年　愛知県商工部繊維雑貨課長

　1992年　愛知県商工部技監兼工業振興課長
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編集後記

　財団法人として労働大臣から設立許可されて，平成5年8月22日で丸5年になった。その

間，季刊誌予告号で“どんなに忙しくても労使の頭の片隅で考えておかなければならない労働

問題や良好な労使関係発展のための中長期的な課題を取り上げ，問題提起や提言をタイムリー

にしていきたい”と意気込んで“労使リーダーの為の研究誌“産政研”を発刊し，今回で19回

目を迎えるに至った。

　顧みますと，この5年は世界の政治や経済ががらりと様相を変えた未曽有の期間であった。

特に，ソ連の崩壊，東西冷戦の終結に象徴される。国際政治の構造変化やEC統合，北米自由

貿易協定に代表される経済ブnック化の動き等国際政治，経済の枠組は大きく変質し，世界の

関心は軍事から経済へと急速にシフトした。

　こうした中で国内は，85年9月G5（プラザ合意）以降の円高，海外への生産シフト，平成

景気からバブルの崩壊，そして日米・日EC摩擦の激化，再度の円高など経済重視の国際的な

うねりの中で日本経済，社会の相様もまた大きく変化をとげてきました。このことは自動車，

電機，ハイテクといった基幹産業でも例外ではなく，好況から不況へと経済の大きなうねりの

中で今，産業分業構造調整など新たな対応を求められている。

　中部産政研の活動も円高からバブルの時代，そして現在に至る大きな流れの中で，その時々

の重要課題をとりあげ，例えば好況期には人手不足経済を背景とした働き方や意識の面での調

査研究，さらには昨今の先の読めない不透明な状況下では労使関係の将来を確立するテーマを

とりあげ，また併行して産業・企業の先進事例を中心とした定例研究会を実施してきた。また

異業種交流若手セミナー「産政塾」，伝記作家による文化講演会，時事問題を中心にした公開講

座，季刊誌「産政研」の発行，講師の派遣・紹介，国内外学者の受け入れなど，幣財団は「中

部地方を足がかりに国内外の社会経済及び労使関係に係わる諸問題について調査研究を行うと

ともに教育啓蒙活動を行い，我が国の良好な労使関係の形成と国民経済の発展に寄与するこ

と」を目的にした事業を展開してきた。その結果中部地方の企業労使をベースとしたミクnな

情報を発信できたと自負している。特に第1期は「高齢化の対応」で技能員の育成P一ティ

ションの提唱，第2期は「ホワイトカラーの魅力ある働き方」で設計技術者，女性に焦点を当

てた対応，第3期は「女性と労働」でサポート制度，キャリアの複線化の提言，第4期は「若

年技能員の就業意識と定着」でややもすると忘れかけていた職場における人間関係，コミュニ

ケーション問題など原点に帰って物事を考えてみる必要性を訴えることができた。

　これからも個別企業労使の実態をベースにマクロの中長期トレンドをフォローし各企業労使

が探るべき方向を提言，先進事例を中部地方から発信する活動を続けていきたいと考えている。

　今後とも変らぬご指導・ご支援を賜わりますようお願い申し上げます。
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